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2008年版編集方針

　2007年、創立100周年を迎え2008年より新たな

100年をスタートするにあたり、東洋インキグループの事

業・製品を通じてお客様とのかかわりを明らかにし、理解・

満足度の向上に繋げる取り組みを記述しました。

　2008年版は2007年版と同様に社会性報告の一層の

充実を図ると共に、第三者意見を継続して掲載しました。

　2008年版社会・環境活動報告書を編集するにあたり、

継続して第三者意見をお願いしたNPO法人「循環型社会

研究会(代表山口民雄氏)」にご意見をいただき、その意見

を極力参考にしながら、編集を行いました。

■対象期間
　この社会・環境活動報告書のデータは、２００７年度

（2007年4月1日～2008年3月31日）の実績を主体と

していますが、海外の関係会社の環境負荷については、

2007年1月1日～2007年12月31日のデータを掲載し

ています。また、日本語版の発行が2008年9月であるた

め、大きな進捗のあった事柄については、2008年7月ま

での活動も記載しています。

■対象範囲
　この報告書に記載する社会ならびに環境に関する範囲

を４～５ページに図示しています。

・本報告書は環境省「環境報告ガイドライン2007年

版」およびＧＲＩ「サステナビリティリポーティングガイ

ドライン2006」を参考に編集・作成しています。

　東洋インキは環境報告書を1999年から毎年発行しています。2002年
からは英語版も発行しています。2004年版は環境・社会報告書、2005年
版からは社会・環境活動報告書と改め発行しています。
　これまで発行した報告書は当社ウェブサイトの「環境への取り組み」コー
ナーでご覧になれます。

東洋インキウェブサイト　http://www.toyoink.co.jp
発　　　　行：2008年9月
次回発行予定：2009年9月

■環境会計
　東洋インキは1999年度に環境会計を導入し、2000

年版の環境報告書から報告を行っています。2007年度

の環境会計の集計・分類は次のガイドラインを参考にし

ました。

・「環境会計ガイドライン2005年版（環境省）」

・「化学企業のための環境会計ガイドライン（JRCC）」

　2007年度の環境会計の主な内容は次の通りです。

1．環境保全コスト

2．環境保全の物量効果

3．経済効果

　詳細内容は「環境会計」（32ページ）を参照願います。

■色覚UD（ユニバーサルデザイン）『UDing』について
　東洋インキは、色彩の総合メーカーとし

て、独自の色覚UDコンセプト『UDing』の啓

発を通して、誰もが快適に暮らせる社会の実

現をお手伝いしていくことを目標に掲げて

います。『UDing』から生まれた様々なツールソフトウェア

を、ウェブサイトを通じて公共機関、印刷をはじめとする各種

メーカー、デザイナーなどに広く提供しています。本誌の文面

や図表なども、この色覚UDツールを使用した配色に基づい

たデザインで行っています。　
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ごあいさつ

東洋インキ製造株式会社
代表取締役社長

創立100周年～そして未来へ
  東洋インキグループ2008年版社会・環境活動報告書をご覧い

ただき有難うございます。

　当社は、創立当初より2007年の100周年を経て、常に社会の

要請に応えながら生活文化を創造する製品を提供してきたと自負

しております。同時に、お客様、株主様をはじめとするステークホル

ダーの方々の暖かいご支援、ご指導のおかげで、今日まで成長を

続けることができたと考えており、皆様に深く御礼申し上げます。

　私たち東洋インキグループは、2007年に迎えた創立100周年

をひとつの通過点とし、次の100年へ向かって新しいフィールドに

チャレンジしていくために、2008年度より2017年3月をゴール

とした新たな目指すべき企業像“SCC2017”を制定いたしまし

た。その中では、「世界に役立つスペシャリティケミカルメーカー」

へ進化することを目標に掲げており、2008年度を初年度とする

中期経営計画「SCC－Ⅰ」は、そのファーストステップとなります。

  「SCC－Ⅰ」におきましては、時代のニーズを先取りしたモノづく

りへのこだわりを重視し、コア素材・コア技術を充実・成長させ、成

長市場における事業展開に繋げて最大の収益確保を実現してま

いります。省エネ・省材、安全・安心をベースとしつつ、適種・適量・適

材のモノづくりを進めることにより、多様なニーズへの対応や、環

境への負荷低減に配慮した製品作りと、効率とを両立させ、グロー

バルでの生産体制を構築し、事業の拡大を図ってまいります。

  また、環境順応、リスク対応、グローバル共生を重視し、事業を通

じてこれらに調和する活動を企業風土とするマネジメント体制を

構築するとともに、絶え間ない進化に努める所存です。

社会の一員としての東洋インキグループ
　東洋インキグループは、「事業と製品・サービスを通して顧客・社

員・社会における生活文化の創造」を基本姿勢として持ち続けてお

り、こうした理念のもとCSR経営を進めております。

　私たちは、その理念達成のために、効率と成果を志向するマネ

ジメント、IRやPR活動における積極的なコミュニケーションと情

報開示、適正な内部統制およびコーポレートガバナンスの実施、地

域との共生や社会貢献活動への積極的な取り組みにより、健全で

堅牢な事業基盤の確立を進め、企業グループとしての価値向上に

努めてまいります。

  また、2008年度CSR委員会リスクマネジメント分科会では、日

常管理型リスクマネジメント活動を予防安全の仕組みに発展させ

て、リスク情報の蓄積を図り、リスク対応力を強化してまいります。

東洋インキグループの環境・安全への取り組み
  東洋インキグループは、21世紀型モノづくり企業として、スペ

シャリティ製品をより良い方法で生産し、お客様に提供して成長モ

デルへと進化してまいります。同時に、安全・安心を基軸とする化

学企業としての社会的責任を果たして行く上で、「環境保全・安全

管理」を最重要課題として取り組んでおります。

  事業活動においては、環境負荷の少ない「環境調和型製品」の研

究開発・販売を強化しております。環境調和型製品の上市を積極的

に推進するとともに、お客様のご理解ご協力をいただきました結

果、環境調和型製品の売上高が前年度比109.9％と大幅に向上

いたしました。

  温室効果ガスの削減に向けて、昨年度、川越製造所でコージェネ

レーションが本格稼動し、既設の富士製造所と併せてエネルギー

使用量、二酸化炭素排出量ともに削減実績に結びつけることがで

きました。埼玉製造所では、ボイラーの燃料転換実施の他に、熱回

収による省エネ対策も行いました。

　今後、これらを軸とした燃料転換や地道な省エネ活動を講じて

さらなる二酸化炭素排出削減に努めてまいります。

  また、本年度も3R（リデュース・リユース・リサイクル）に基づいた

廃棄物管理を徹底し、ゼロエミッションを継続しております。

　一方、組織体制においても、今期より全社プロジェクトとして脱石

化委員会を立ち上げるなど、省エネ・ 省材のモノづくり、天然素材

の活用を積極的に推進し、地球環境保全に貢献してまいります。

報告書の発行にあたって
  このような私たちの取り組みを皆様にご理解いただくために、本

年も社会・環境活動報告書を発行いたしました。

  今、私たち東洋インキグループは新たな世紀を歩み始めました。

経営理念に掲げた「生活文化創造企業」を目指し、社会的責任を果

たし、この活動の強化継続を図っていく所存です。

  当社の本報告書により、多くの方々に東洋インキグループの社

会・環境活動への取り組みをご理解いただきたいと存じます。



東洋インキの会社概要、事業と経営理念

　東洋インキグループは、世界に役立つスペシャリティケミカル

メーカーとして、進化する企業グループを目指します。

＊スペシャリティケミカルメーカーとは：

　コアテクノロジー・コア素材をベースに、マーケティング展開力

により、独自性を発揮し、顧客やステークホルダーと共生するこ

とで業績につなげる、サイエンス思考とその手段重視の企業。

　事業内容は、印刷インキ事業、グラフィックアーツ関連機器及

び材料事業、高分子関連事業、化成品およびメディア材料事業の

４つのセグメントを中心に展開しており、より豊かな生活文化を

実現するために、“色材”、“高分子”、“分散”の３つの技術を核とし

て、さまざまな製品を開発・製造して提供しています。

　東洋インキグループは、創業以来の社是やモットーなどに掲げて

いた“社会への奉仕の精神”を整理、統合して、1993年に、「経営

理念体系」を制定しました。当時より、お客様をはじめすべてのス

テークホルダーの満足度を高めることを目標に掲げており、21世紀

に入ってＣＳＲの概念が普及した後も、今に至るまでこの経営の原則

は不動のものとして、すべての企業活動のベースにしています。

　その根幹的な方針は、東洋インキグループの経営理念に謳われ

ている“世界に広がる生活文化創造企業を目指すこと”に集約され

ます。

　東洋インキグループは、今後求められる企業の姿として、そこで

働く社員やその家族、株主をはじめとするステークホルダーの皆様

へ、さらには社会全体までを視野に含めた企業運営を行う責任があ

ると考えています。

　そのために、東洋インキグループは企業としての価値観に加えて

個人と社会の視点からも自身を見つめ直すため、「企業活動の価値

観」「個人の価値観」「社会の価値観」の３つを「行動指針」に織り込

み、グループ社員一人ひとりが、理念の実現に向けた企業活動を

担っています。

会社概要

事業内容

経営理念

オフセット枚葉インキ
オフセット輪転インキ
広演色枚葉プロセスインキ《Kaleido》シリーズ
新聞用オフ輪インキ
印刷型導電銀ペーストインキ
グラビアインキ
フレキソインキ
機能性コーティング
機能性スクリーンインキ
UVインキ
デジタル印刷システム
紙面検査装置
各種印刷資材
色見本帳
色覚ユニバーサルデザイン支援ツール
粘接着剤関連製品
製缶用塗料・金属インキ
樹脂関連製品
塗加工製品
包装材用ラミネート接着剤
ホットメルト接着剤・ワックス
汎用有機顔料・機能性有機顔料
顔料分散体・機能性材料分散体
プラスチック用着色剤
インクジェットインキ
天然物抽出材料、食品用色素
記録メディア用材料
LCDカラーフィルタ用材料
有機EL材料
土壌浄化剤

グラフィックアーツ
関連機器・材料事業

私たち東洋インキグループは、
世界にひろがる「生活文化創造企業」を目指します。

　　　・世界の人々の豊かな文化に貢献します。

　　　・新しい時代の生活の価値を創造します。

　　　・先端の技術と品質を提供します。

1.顧客の信頼と満足を高める知恵を提供しよう。　
2.多様な個の夢の実現を尊重しよう。
3.地域や社会と共生し、よき市民として活動しよう。

東洋インキグループ理念体系

印刷インキ事業

化成品・メディア
材料事業

人間尊重の経営

会 社 名

本社所在地 

創 業

創 立

資 本 金

売 上 高

社 員 数

関 係 会 社

東洋インキ製造株式会社/TOYO INK MFG. CO., LTD.

〒104－8377　東京都中央区京橋二丁目3番13号

1896年（明治29年）

1907年（明治40年）1月15日

317億3,349万円

２57，446（百万円、連結） １80，835（百万円、単体）

６，747名（連結） ２，１37名（単体）

国内２６社　海外51社（連結子会社６8社、持分法適用会社9社） 2008年3月現在

高分子関連
材料事業

経営理念

行動指針

経営哲学

東洋インキの事業と経営
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2007年度の経営数値

単体　推移

（百万円）

売上高 営業利益 当期純利益
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2006年度末地域別社員数

（名）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

2007年度末地域別社員数

（名）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

3,188

176

119

3,264 47%

2%
3%

48%

2006年度事業別売上高

（百万円）

その他

印刷インキ
高分子関連材料
化成品及びメディア材料

GA関連機器及び材料

2007年度事業別売上高

（百万円）

その他

印刷インキ
高分子関連材料
化成品及びメディア材料

GA関連機器及び材料

61,891

41%

3%

24%

19%
13%

7,960

51,090

33,908

107,996

2007年度地域別売上高

（百万円）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

199,995

9,387

6,268

64,194

72%

2%3%

23%

2006年度地域別売上高

（百万円）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

193,695

11,740

7,829

54,248

73%

3%4%

20%

3,126

179

204

3,155 47%

3%
3%

47%

　2007年度は、国内では、グラビアインキ、接着剤、高機能顔料、インクジェットなどが好調に推移。海外では、中国、アジア、オ

セアニアにおいて印刷インキ、缶用塗料、着色剤等の売上が好調に推移し、単体、連結とも増収となりました。しかしながら、利益

面では、欧州での汎用顔料事業の撤退と高付加価値製品への転化に伴う費用の発生、コストダウンや価格改定を大きく上回る原

料費の高騰、液晶関連のメディア材料の低調などにより、単体、連結とも減益となりました。

61,617

9,250

46,760

32,858

101,262

40%

4%

24%

19%
13%

連結　推移

（百万円）

03 04 05 06 07

売上高 営業利益 当期純利益

合計
6,747名
単体

2,137名

合計
6,664名
単体

2,113名

1
6
7
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0
1

3,263

2,429

4,491

3,513

7,275

5,663

6,219

6,079
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7
8
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3,477 5,126
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6,719
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社会・環境活動報告書の対象範囲

東洋インキの事業と経営
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　 TOYO INK INTERNATIONAL CORP.
　 TOYO INK MFG. AMERICA, LLC.
　 TOYO INK AMERICA, LLC.
★ LIOCHEM, INC.
　 Sumika Polymer Compounds America Inc.

アメリカ

　 TOYO INK EUROPE (PARIS) S.A.S.
★ TOYO INK EUROPE SPECIALTY CHEMICALS S.A.
　 TOYO INK EUROPE S.A.
　 TOYO INK EUROPE PLASTIC COLORANT S.A.S.
　 Sumika Polymer Compounds Europe Ltd.

ヨーロッパ

 東洋油墨企業管理（上海）
 東洋油墨製造有限公司

★ 天津東洋油墨有限公司
 上海東洋油墨有限公司

★ 上海東洋塑料着色剤有限
★ 上海東洋油墨製造有限公
 東洋粘着材加工（天津）有
 東洋油墨亜州有限公司
 東洋油墨（深圳）有限公司
 江門東洋油墨有限公司
 珠海東洋油墨有限公司
 珠海住化複合塑料有限公
 TOYO INK KOREA CO
 HANIL TOYO CO.,LTD
 SAM YOUNG INK & P
 台湾東洋油墨股份有限公

★ 台湾東洋彩光股份有限公

中国・東アジア

　 TOYO INK PAN PACIF
★ TOYOCHEM INK PTE. 
★ TOYOCHEM SDN. BH
★ TOYOCHEM GRAPHIC
★ TOYOCHEM PRINTING HD.
　 T.I.P.P. (MALAYSIA) S
★ TOYO INK (THAILAND
★ TOYO INK COATING ( D.
　 TOYO INK (PHILIPPINE
★ TOYO INK COMPOUN
　 P. T. TOYO INK INDON
　 TOYO INK (MIDDLE EA
　 TOYO INK VIETNAM C
　 TOYO INK COMPOUN
　 TOYO INK INDIA PVT.
　 TechNova TOYO INK P
　 TOYO INK AUSTRALIA
　 TOYO INK NEW ZEALA

アジア・オセアニア

（★ISO14001取得拠点）
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社会：この報告書に記載する“社会”の範囲は、東洋インキ製造株式会社の取り組みおよび国内・海外の関係会社の社会

的側面に関わる事例です。

環境：この報告書に記載する“環境”の範囲は、東洋インキ製造株式会社と国内の関係会社および ISO14001を取得し

ている海外の関係会社の環境パフォーマンスデータおよびその活動です。

■対象範囲

　■ 東洋インキ製造株式会社
★■ ― 中部支社
★■ ― 関西支社
　■ ― 上信越支店
★■ ― 埼玉製造所
★■ ― 川越製造所
★■ ― 富士製造所
★■ ― 守山製造所
★■ ― 西神工場
★■ ― 岡山工場
　■ ― 光・電子材料研究所
　■ ― 事業開発研究所
　■ ― 色材・メディア材料研究所
★■ ― ポリマー材料研究所
　■ ― 生産技術研究所
　■ 東洋インキ北海道株式会社
★■ 東洋インキ東北株式会社
　■ 東洋インキ中四国株式会社
　■ 東洋インキ九州株式会社
★■ 愛知東洋インキ株式会社
★■ オリエンタル化成株式会社
　■ ジーエーシティ株式会社
★■ 東洋アドレ株式会社
　■ 東洋インキエンジニアリング株式会社
　■ 東洋インキ大阪販売株式会社
　■ 東洋インキカスタマーサービス株式会社
　■ 東洋インキグラフィックス株式会社
　■ 東洋インスペクションズ株式会社
　■ 東洋カラーテック株式会社
　■ 東洋製版株式会社
　■ 東洋ビーネット株式会社
　■ 東洋ヒューマンアセット株式会社
　■ 東洋プリプレス株式会社
　■ 東洋マネジメントサービス株式会社
★■ 東洋モートン株式会社
　■ トヨネックス株式会社
★■ 日本ポリマー工業株式会社
　■ 福寿産業株式会社
★■ マツイカガク株式会社
　■ ロジコネット株式会社

国内

■本社 ■販売拠点

■製造拠点 ■研究開発拠点

■支社 ■その他　

東
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特集　事業活動を通じてのＣＳＲ
東洋インキの製品と生活とのかかわり

アウトドア

オフィス

①
③

④

⑥

⑦
⑧
⑨

⑩⑪
⑫

⑬

⑭
⑮ ⑯

⑰㉕

㉖

㉗ ⑱⑲ ⑳

㉑㉒
㉓

㉔
㉘
㉙

㉚

①

②

③

④ ⑤ ⑥

⑦
⑧

②

⑤

自動車
①カーナビハウジング用
　電磁波シールドマスターバッチ
②カーナビディスプレイ用
　レジストインキ
③バンパー用着色剤
④ステッカー用スクリーン
　プロセスインキ
⑤内・外装塗料用顔料
⑥エクステリアデコレーション用
マーキングフィルム
⑦断熱材用・クッション材用・防音材用・
遮光シート用・防振材用粘着剤
⑧フロアカーペット用着色剤
⑨フロアマット用ホットメルト接着剤
容器包装印刷
⑩缶ビールダンボールケース用インキ
⑪紙器、紙コップ用インキ
⑫飲料缶外面金属インキ
⑬スパウトゼリー飲料包装用インキ
⑭スナック菓子用インキ・
　ラミネート接着剤
⑮包装体用賞味期限印刷
　（レーザマーキング剤）
⑯パン・スナック包装用インキ
⑰食品包装ラベル用粘着剤
⑱飲料缶（内面・外面・蓋用）塗料
⑲缶ＰＥＴフィルム用インキ
⑳カップメン容器用インキ
㉑ペットボトルシュリンクラベル用インキ
㉒ペットボトル胴巻ラベル用接着剤
㉓ペットボトルキャップ用マスターバッチ
㉔紙パック用インキ
飼料
㉕牛・豚・鶏飼料用ササエキス
菓子・サプリメント
㉖チョコレート・ビスケット・ガムの食用
天然色素
㉗サプリメント・カプセル健康食品
　印字用天然色素
㉘笹まろやか茶
ビデオカメラ
㉙ビデオカメラ液晶ディスプレイ用
レジストインキ
紙袋
㉚紙袋用インキ

新聞・本
①新聞紙用インキ
②製本用ホットメルト接着剤
液晶ディスプレイ
③液晶ディスプレイ用レジストインキ
携帯電話
④有機EL材料
⑤フレキシブルプリント基板用耐熱両面
テープ・電磁波シールドフィルム
⑥携帯電話窓枠固定テープ・反射フィルム
固定テープ・光漏れ黒色テープ

RFID
⑦ＲＦＩＤアンテナ用導電性インキ
⑧カード用マスターバッチ

　暮らしを支え、豊かな文化を創造する東洋インキの製品で築く暮らしの未来。東洋インキグループの企業活動は私たちの生活に根深く息づいています。
創立当初、東洋インキは国民教育の向上の一端を担う教科書を皆さまの手元にお届けしたいという趣意をもって印刷インキの製造販売を開始しました。
その後、私たちは製品を通してあらゆる生活の場面で、彩りや情報伝達などといった文化的な豊かさを提供してきました。東洋インキグループ製品は時
代とともに進化をつづけ、新しい暮らしを創造します。
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看板
①印刷看板用インクジェットインキ
②看板用ダイナカルマーキングフィルム
③車両マーキング用ダイナカル
建材
④コンクリート建築塗料用機能性樹脂
電線
⑤電線用マスターバッチ
⑥電話支線ガード用マスターバッチ
ドア
⑦木工塗料用チップ・
　建装材化粧版用インキ
水道・ガス
⑧上下水道・ガスパイプ用
　マスターバッチ
⑨水道管のネジ部：塗料用藍顔料
太陽電池
⑩太陽電池用絶縁テープ
⑪太陽電池バックシート
建築塗料
⑫外装建築塗料用樹脂
家
⑬雨樋用ドライカラー
⑭擬木用マスターバッチ

ドア
①木工塗料用チップ・
　建装材化粧版用インキ
カレンダー
②カレンダー用インキ
③紙用白色度調整剤
家電
④家電ラミネート鋼板用接着剤
⑤エアコン等家電外装パネル用
　マスターバッチ
⑥エアコン用抗菌フィルター
液晶ディスプレイ
⑦液晶ディスプレイ用レジストインキ
⑧光学制御材料用コート剤
⑨光学材料用粘着剤
テーブル
⑩建装材化粧版用インキ
フローリング
⑪建装材オレフィンシート用インキ
壁紙
⑫建装材塩化ビニールシート用インキ
タンス・カーテン
⑬建装材化粧版用インキ
⑭捺染用加工顔料
化粧品
⑮ヘアカラー用分散体
⑯ネイルカラー用分散体
衛生用品
⑰風呂入浴剤用チップ
⑱バスタブ用ペーストカラー
⑲便座用マスターバッチ
⑳シャンプー・リンスボトル用
　マスターバッチ
㉑シャンプー・リンス詰替え容器
　包装用インキ
㉒風呂道具用マスターバッチ
㉓笹日和（石鹸）

住環境

街

② ③

④

⑤

⑦

⑥

⑧ ⑨

⑩

⑪

⑫

⑬ ⑭

⑮
⑯

⑰

⑱

⑲

⑳
㉑
㉒㉓

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

⑩ ⑪

⑫⑬

⑭

①
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東洋インキのこれまで
　「東洋インキ製造株式会社」　は1907年1月に発足しました。
1994年度にはビジョン「テイクオフ2007」をスタートさせ、経営
哲学、経営理念、行動指針のもと、2007年1月の創立100周年に
向けてさまざまな活動を行ってまいりました。

CS（Customer Satisfaction）
　創造的な活動を常に心掛け、モノづくり
メーカーとしての本業を貫きます。得意先
に質の高い満足度を提供することが、東洋
インキグループの発展と収益の向上に結
びつき、さらにＥＳ、ＳＳの貢献度上昇へと
つなげます。

SS（Society Satisfaction）
　企業としての美学を追求し、かつ視点を
高く視野を広く持つことを目指します。
ＳＳ向上には、社員一人ひとりがより良き
市民として活動する気持ちを大切にして
います。

ES（Employee Satisfaction）
　人間尊重を経営哲学とする東洋インキ
グループのＥＳのコンセプトは、社員一人
ひとりのビジョンを尊重し、支援していくこ
とにあります。また、自己実現のフィールド
を企業のみに限定せず、社会にまで拡げて
いきます。

東洋インキの１００年とイノベーション
特集　事業活動を通じてのＣＳＲ
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新しい自分との出会い
美学のある

グローバルカンパニー

未知なる創造への挑戦

安 心安 心安 心

情 報情 報情 報

サ
ー
ビ
ス
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

ＳＣＣ２０１７

3つの基本方針



東洋インキのこれから
　次の100年へ向かって新しいフィールドにチャレンジしていくために、目指す姿「SCC2017」を制定し、2008年
度よりスタートしました。
　2016年度までの9年間で「世界に役立つスペシャリティケミカルメーカー」へ進化することを目標に掲げ、さまざ
まな取り組みを行ってまいります。

ＳＣＣ２０１７ SCC2017のファーストステップ 

モノづくりにこだわり、コア素材・コア技術を垂直展開させて
ゆく。
●20世紀型の大量生産、大量販売、大量廃棄から脱却し、「適種・適
材・適量」と「省エネ・省材、安心・安全」をベースにして多様なニーズ
への対応と効率化を両立させる生産体制の構築。

●脱石化の製品企画*、さらに環境への負荷低減に配慮した製品提案。
＊脱石化の製品企画とは、社会性・生物多様性を考慮したパーム
オイル等の現有天然資源を活用した製品開発等を言う。

●トータル・サプライチェーン・マネジメントの視点からの独自のコス
トダウンを推進。

●グローバルでの共生、企業の社会的責任（CSR）を重視する経営
体制を強化。

●環境に対し事業を通じ主体性をもって順応。
●多様化するリスクに対応するため、各部門が予防・対応の両面から
責任を持って活動する「ネットワーク型マネジメント体制」へ。

マーケティング主導で製品開発、市場開拓、事業拡張を粘り
強く進め、新たな収益成長へ。
●川上～川下
　川上での素材・製品の充実、川下での事業展開。
●成長エリア
　グローバルな視点から中国、東南アジア、インドほか新興諸国で
生産拠点を整備し、有機的に活用。

●変化する市場・ニッチ市場 
　エレクトロニクス、ディスプレイ、自動車、環境・エネルギー用材料
などに注力。デジタル印刷関連ビジネスにさらなる挑戦。
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安 心

情 報

サ
ー
ビ
ス

世界に役立つスペシャリティケミカルメーカー
として進化する企業グループ

SCC

＝

Specialty Chemical maker Challenge 

「SCCⅠ中期経営計画」（対象期間：2008～2010）

■ スペシャリティケミカルメーカー

コアテクノロジー・コア素材をベースに、マーケ
ティング展開力により、独自性を発揮し、顧客や
ステークホルダーと共生することで業績につなげ
る、サイエンス思考とその手段重視の企業

ＳＣＣ-Ⅰ
ＳＣＣ-Ⅱ

ＳＣＣ-ⅢＳＣＣＳＣＣ２０１７ＳＣＣ２０１７

２００７年
１００周年 ０８年４月～  １１年４月～  １４年４月～  １７年３月

SCC-I 連結目標

■ 2017年 3月期に目指す企業像

新たな収益成長

モノづくりの強化

マネジメント体制

3つの基本方針3つの基本方針3つの基本方針

売 上 高
営業利益

3,000億円
200億円



自動車フロアマットとは

ホットメルト接着剤を使用するメリット 今後の展開

　東洋アドレ（株）は、溶剤・水などを全く含

まない環境に優しいホットメルト粘・接着剤

を開発・生産しています。従来のホットメル

ト粘・接着剤は、耐熱性が劣り使用用途が限

られていましたが、トヨメルト｢Ｐ－９１３Ｃ｣

は、耐熱性を上げて自動車フロアマット接

着剤用に開発した製品です。

　

　図１は、自動車フロアマットの構成を示し

たものです。このように厚い不織布の上に

ホットメルト接着剤を数百μｍ塗工する必

要があります。これまでは水性エマルジョン

接着剤を用いて生産していましたが、乾燥

のために多くのエネルギーを使用する必要

がありました。今回ホットメルト接着剤を用

いることにより、環境面・付加価値の点で多

くのメリットを上げることができました。

①VOC問題

　　ホットメルト接着剤は、無溶剤であり

VOCの化学物質を使用していないため、

表１に示すように厚生労働省の個別物

質の室内濃度指針値（ガイドライン）を

クリアしております。

②塗工時のエネルギーと二酸化炭素排出量

・輸送時の効率化

　ホットメルト接着剤は、固形分１００％

であり、接着剤成分を有効に輸送でき、

輸送の際必要となるガソリンなどのエネ

ルギーの消費量が少なく、ＣＯ2の排出量

も少なくてすみます。

・塗工時のエネルギー、ＣＯ2排出量

　図２は、塗工時に消費されるエネル

ギーを調べた結果です。ホットメルト接

着剤の消費エネルギーは塗工時ホット

メルト接着剤を溶解する時に必要とな

る電力量から計算し、従来のエマル

ジョンは乾燥するために必要となる

LPGから算出しました。その結果エマ

ルジョンはホットメルト接着剤と比較し

て約４００倍ものエネルギーを使用す

ることが判り、その時発生するＣＯ2の

排出量も約２００倍もあることが判りま

した（図３）。

③生産の効率化

　　自動車フロアマットの生産ラインは乾

燥工程が必要なく、そのラインの長さも

約１０分の１になり、大変コンパクトで必

要となる面積・工場の建物も小さくてす

みます。生産速度もホットメルト接着剤の

場合、冷やせばすぐに接着するため約

３～５倍の速さで塗工できます。

④フロアマットの高性能化

　　生産される自動車フロアマットはパイル

布を厚くしても接着するため高級感のある

マットを生産できるようになりました。

　ホットメルト接着剤は、さまざまな点から

環境に優しい製品ですが、さらにホットメル

トに新しい機能をつけることにより、環境に

あった製品開発を行います。

担当者のコメント

　環境調和型製品であるホットメルト接着剤は溶剤型接着剤や液状接着剤からの置き換えを必要とする様々な分野
からのニーズがあります。
　しかし、ホットメルト接着剤は熱可塑性なので取り扱いが容易である代わりに、耐熱性に問題があるという欠点があ
ります。従って車内が高温になる自動車用途に採用されるのは困難でした。
　今回開発した自動車フロアマット用のホットメルト接着剤P-913Cは材料選択・配合を見直しすることにより熱可塑
性接着剤の取り扱い易さを維持しながら耐熱性の向上に成功しました。
　基材構成が織布と不織布の貼りあわせであることから既存のホットメルト接着剤よりも染み込み易さや貼りあわせに
時間がかかっても接着力を維持できるよう非晶質原料の配合を工夫しました。非晶質原料の配合比が少ないと耐熱性
が低く、貼りあわせまでの時間が制限され、多いと硬化までの時間が遅く、他原料との相溶が崩れ分離し易くなります。
　また、塗工機メーカーと協力することでロールコートのみでなくカーテンコートやスプレーコートなどの多様な塗布
方法を検討でき、従来の製品には無い車内の音を吸収する効果を付加することができました。
　今後はさらに耐熱性の向上に努め、他の自動車内装や建材等への用途展開を目指しています。

写真左：
東洋アドレ （株） 技術部 第１課（課長）

窪田 育夫
写真右：
東洋アドレ （株） 技術部 第１課

内田 研策

特集　事業活動を通じてのＣＳＲ事業・製品紹介
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図１ 自動車フロアマットの構成

図２ 塗工時必要となるエネルギー

不織布

パイル ホットメルト

表１ VOC化学物質の濃度測定結果
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図３ 塗工時排出されるCO2量
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200倍

自動車フロアマット用ホットメルト接着剤の開発

環境調和型製品の研究開発



背景
　温室効果ガスである二酸化炭素により

地球温暖化に向い、そして石油に代表され

る化石原料も資源には限りがあります。特

に、我々の主力製品であるグラビアインキ

やラミネート接着剤に使用している有機溶

剤は石油を原料とするものであり、塗工後

の乾燥工程においてVOCガス化され、そ

のVOCは回収し再利用されるか、あるい

は焼却処理されることになります。これら

の工程においてもエネルギーが消費され、

またCO2も排出されるわけであり、有機溶

剤の使用量そのものを削減することが、持

続可能な社会形成へ向かう中での環境対

策の一つではないかと我々は考えてきま

した。

　我々が開発したラミネート接着剤は、一

般的に出荷時の固形分70%製品を塗工

時の固形分30%まで有機溶剤を加えて

希釈し、使用されるよう設計されていま

す。これを有効塗工幅1000mmフィルム

に120m/分の塗工速度で、固形分量を

3.5g/㎡として一年間（4500時間/年）

塗工する場合、従来型接着剤（固形分率

30%）では212トンの有機溶剤が使用さ

れます。これは年間CO2排出量に換算する

と423トンに匹敵します。これを同条件下

で固形分率40%のハイソリッド接着剤で

塗工した場合、有機溶剤使用量は136ト

ンと、年間76トンの有機溶剤削減量とな

り、CO2排出量も272トンと、151トン削

減され、環境負荷低減に貢献することとな

ります。

　接着剤のハイソリッド化とは、接着剤の供

給固形分を上げるのではなく、希釈溶剤量

を削減して塗工時の固形分を高くすること

を意味しています。

　ハイソリッド型接着剤の開発に当たって

は、塗工時固形分を30％から40％に上げ

ても従来型と同等の粘度と塗膜性能が維持

できるように樹脂設計・開発を行い、低粘度

化を実現しました。しかしながら、樹脂の低

分子量化は凝集力の低下を招き、また硬化

性も落ちてしまいます。そして、硬化性を上

げると今度は塗工時のポットライフ（可使用

時間）が短くなってしまいます。このように低

分子量化と硬化性は相反する要求品質です

が、最適な樹脂の開発により、これらを全て

満足することができました。

　現在販売中のハイソリッド型接着剤ライ

ンナップは以下の通りです。

■汎用ポリエステル系

　（ボイル、透明パウチレトルト）

　TM－550／CAT－RT37

   一般製品と比較して塗工固形分を約10

％アップ可能

■ポリエーテル系（スナック、米袋、軽包装）

　TM－386／CAT－21B

　一般製品と比較して塗工固形分を約10

％アップ可能

担当者のコメント

　ハイソリッド型接着剤の完成に至るまでには、樹脂開発と塗工条件設定でトライアンド
エラーの繰り返しでした。特に、接着剤溶液の低粘度化と樹脂の高凝集力化、速硬化性
とロングポットライフというそれぞれ相反する要求品質を実現するために努力を重ねま
した。一番苦労した点は、塗工条件設定でした。希釈溶剤を削減した分、版のセル深度を
浅くして塗工量を少なくしますが、条件によっては塗工ムラが出て外観不良になりやす
いため、シリンダーの線数、セルパターンなど、様々な条件での塗工テストを繰り返すこ
とで、ハイソリッド型接着剤に最適な塗工条件を設定することができました。テスト版の
作製においては、東洋プリプレスには大変お世話になりました。
　東洋インキ、東洋プリプレス、東洋モートンのグループシナジーにより、使用溶剤の削
減、さらに環境負荷低減に貢献できると考えています。

接着剤の開発

ハイソリッド型接着剤ラインナップ

写真右：
東洋プリプレス株式会社
営業部産業資材課

田原　良太

写真中央：
東洋モートン株式会社
埼玉工場　技術部　技術2課第1G

小清水　渉

写真左：
東洋インキ製造株式会社　パッケージ＆プロセッシング事業本部
工業材料事業推進部ラミ接課（課長）

小野村　邦央
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塗工固形分10％アップ（ＮＶ＝３０％→４０％）の場合

一般（NV=30%）

12
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0

ＶＯＣ
35％低減

（kg）年間CO2排出量（トン/年）

ドライラミネートの工程

ドライラミネートの工程②乾燥

ハイソリッド（高固形分）型接着剤開発による環境負荷低減

乾燥機

溶剤
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③貼合

①塗工
第１基材 第２基材

ラミネートフィルム

風 熱

固形分 VOC

8.2

3.5

5.3

3.5

500
400
300
200
100
0

一般（30%） ハイソリッド（40%）

423t
272t



コーポレートガバナンスとCSR推進

12

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
C
S
R
推
進

CSR憲章・CSR行動指針

CSR憲章（2005年4月18日制定）

CSR行動指針（2005年4月18日制定）

　経営の根幹となる経営理念体系と、CSR価値体系が表裏一体となって東洋インキグループのCSR遂行を支えています。

　私たち東洋インキグループは創業以来、事業と製品・サービスを通じて顧客・社員・社会における生活文化を創造することを目指し、常に社会と共存し、信頼を
得、企業グループとしての責務を果たすことを最優先に取り組んでまいりました。
　今、私たちは、自身が化学製造業を中核とする企業グループであり、社会に大きな影響を及ぼしうることを十分に再認識し、その上であらゆるステークホルダー
（利害関係者）との良好な関係を構築・維持すべきであると考えます。そのためには、ステークホルダーと同じ視点で自身の企業活動を評価し、経済・社会・人・環境の
側面においてバランスの取れた経営を遂行することこそが、企業としての有形・無形の価値を形成し、社会的責任を果たすための最重要な課題であると位置付け
ます。
　東洋インキグループは、今後も公正かつ自由な競争を継続しながらも、未来における文化的かつ幸福な社会の実現に一層の寄与ができるよう努めます。

● 製品・サービスを通じた「価値」の提供
　市場に対する新たな「価値」を創造し、人々の生活の質の向上、文化の発展お
よび地球環境の改善に寄与する製品・サービスを提供することで、お客様とその
先にいる消費者に向けて、最高の信頼と満足をお届けするよう努めます。

● 至誠を追求した事業活動
　原料調達から製品販売にいたるすべての事業ステージにおいて、公正かつ
適正な取引を行い、誠実を旨とした事業活動に努めます。その活動を通し健全
な利益を生み出し、株主をはじめステークホルダーに還元します。

● 積極的なコミュニケーションと情報開示
　様々な企業活動側面において、広く社会とのコミュニケーションを促進し、
経営全般の情報を積極的かつ公正に開示します。

● 社会貢献活動への取り組み
　社会的な価値のある生活文化の向上に奉仕すべく、本業を基盤とした社会貢
献を行うとともに、地域との共生を目指した良き企業市民としての社会貢献活
動を推進・支援します。

● 地球規模の環境保全の推進
　すべての事業活動において環境負荷の低減に尽力します。また地球規模
の環境問題を自身が担うべき最大の課題と捉え、その保全・保護に積極的に取
り組みます。

● コンプライアンスの徹底
　国内・海外各国の法令はもちろん、国際条約や地域の社会規範を遵守し、高
い理性と良心と倫理観とに基づいた判断と行動の徹底に努めます。

● 理想的な企業統治の構築
　経営環境の変化やリスク管理に対して、より機動的かつ柔軟に対応できるグ
ループ連峰経営体制を構築し、「社会から求められる企業の姿」を実現できる経
営を目指します。

● 快適で自己実現のできる職場環境の醸成
　社員一人ひとりの個性と人格を尊重し、自主性と能力を十分発揮できる、働
きがいのある、安全な職場環境づくりに努めます。国内・海外を問わず、人権を
尊重し、差別のない労働環境を形成していくとともに、児童労働・強制労働など
人道に反したことを認めません。

経営理念体系 CSR価値体系

理念体系をCSRという視点からとらえ直して
CSR憲章とCSR行動指針を構成

（2005年）

経営における基本的な考え方を体系化して、
グループ全社で共有
（1993年）

東洋インキグループ
ビジネス行動基準

社員一人一人が実践する、
企業活動のガイドライン

あらゆる場面で
行動指針に基づいた
企業活動を実践

CSR活動方針・諸施策

経営哲学

経営理念

行動指針

CSR憲章

CSR行動指針
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コーポレートガバナンス体制、CSR推進体制

　東洋インキグループはＣＳＲ経営の実

践のため、上図のとおりコーポレートガバ

ナンス体制の中にＣＳＲ推進体制を組み

込み、代表取締役を委員長とするＣＳＲ委

員会を設けています。具体的にはＣＳＲに

関わるあらゆる活動において計画策定・推

進・フォローを実施する委員会とし、その

専門部会としてコンプライアンス、リスク

マネジメント、環境・安全の３つの分科会

を機能させ、コーポレートリスクに関する

対応をさらに強化しています。

　2004年6月より、経営における意思決

定の迅速化と、業務執行に対する監督機

能強化を目指して、執行役員制度を導入

しています。

　当社における社外取締役および社外監

査役の選任状況は、2008年6月27日現

在、取締役20名のうち社外取締役2名、

監査役5名のうち社外監査役3名となっ

ています。

　当社は監査役制度を採用しており、監

査役による取締役の職務遂行の監査を実

施しています。監査役は、取締役会のほか

重要会議にも常時出席し、取締役の職務

遂行を十分に監視できる体制となってい

ます。

　2007年度、取締役会は12度開催し、

法令で定められた事項や経営に関する重

要事項を決定するとともに、業務執行状

況を監督しています。また、グループ経営

会議は20回、最高執行会議は4回、事業

執行会議は3回開催しております。

　2008年6月27日開催の定時株主総

会において、経営環境の変化に迅速に対

応した経営体制を機動的に構築できるよ

うにするとともに、取締役の経営責任をよ

り一層明確にするため、取締役任期を2年

から1年に短縮しています。

コーポレートガバナンスの充実 コーポレートガバナンスの
実施状況

株主総会

会計監査人

グループ経営会議

最高執行会議

取締役会

代表取締役

内部統制推進委員会

執行役員

監査役会
社内監査役
社外監査役

・事業活動が適法かつ適正である
かを検証・監査する部門

監査室

選任・解任 選任・解任 選任・解任

選任
連携

監査・連携

監督

業務監査

社
外
弁
護
士

コンプライアンスオフィス
（社内窓口・社外窓口）

事業執行会議

・事業単位の経営課題・戦略の討議
機関

CSR委員会
・CSRに関わるあらゆる活動において計
画策定・推進・フォローを実施する委員会

CSR委員会会議 CSR事務局

コンプライアンス
分科会

・経営に関する法令順守と
企業倫理確立を推進する
分科会

リスクマネジメント
分科会

・リスク発生の未然防止とリ
スク被害の軽減策を促進
する分科会

社会・環境活動報告書
制作チーム

環境・安全
分科会

・グループとしての環境マネ
ジメントシステムを推進す
る分科会

連携

・経営重要事項および取締役会に付
議すべき法的事項の取締役会に準
ずる協議機関

・事業本部単位の業績および経営課
題の進捗報告と戦略の討議機関
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2007年度東洋インキグループCSR活動方針 2007年度の主な活動実績

2007年度東洋インキグループCSR活動方針と実績

CSR経営を支えるコン
プライアンス活動の充
実、総体としてのCSRの
質の向上を目指す。

●内部統制の目的意識を持ってコンプライアンス活
動を推進する（全社員の内部統制への理解と参画
を促す）。

●コンプライアンスガイドラインの充実でビジネス
上のコンプライアンスリスクを回避する。

●海外コンプライアンスを内部統制（全社統制）と
リンクして展開、活性化する（国際本部・極社と
連携）。

・コンプライアンスリーダー会議で説明した東洋インキグループ
における内部統制システム整備の取り組みや基本方針を拠点
ミーティングで水平展開。

・東洋インキグループビジネス行動基準改訂版の発行（各国言語
に翻訳）。各種コンプライアンス教育・監査の実施。

・金融商品取引法上の重要拠点を中心に東洋インキグループに
おける内部統制システム整備の取り組みを踏まえたグループコ
ンプライアンスの認識共有。

多様なリスクを十分に察
知・把握し、全社的リスク
マネジメント活動の充実
を図る。

●東洋インキグループ全体のリスクの洗い出しを行
い、プライオリティ付けによるリスク対策の実施・
サポートを行う。

●東洋インキグループのリスク動向を把握し、コー
ポレートリスクの対応強化、リスク情報の蓄積を
行う。

●部門別年度目標に取り込んだ日常管理型リスクマ
ネジメント活動の継続的モニタリングを実施する。

●日常管理型リスクマネジメントを予防安全の仕組
みに進化させ、各部門に最適なリスクマネジメン
トシステムの構築を図る（自部門でPDCAを回せ
る仕組み）。

●内部統制システム構築の一環として、リスクマネ
ジメントの視点で業務に取り込んだリスク統制手
段を検討する。

・各部門が部門方針に組み込んだリスク対策を評価し、最終報
告をまとめた。

・海外グループ会社に対する環境安全監査、業務監査を継続実
施。債権管理について、当社の設定した注意レベルに従い対応、
教育を実施した。
・安全保障貿易管理について、製品輸出規制を順守し、管理体制
の指導を行った。

・各部門が部門方針に組み込んだリスク対策を評価。情報セキュ
リティ管理規程を実態に合うように改定した。

・首都圏直下地震対策マニュアルに基づく4拠点合同の安否確
認訓練と緊急対策本部立ち上げ、初動対応訓練を実施した。

・内部統制に配慮したリスク対策が、実施されていることを確認。
適正表示小委員会を設立し、運用ルールを構築した。

全社的な環境・安全活動を
深化させ、より高度な実績
を上げる。

●地球環境の改善に寄与する製品・サービスを提供
することを目的として、環境調和型製品の開発・販
売を促進する。

●環境負荷を低減すべく、地球温暖化防止、環境汚
染防止、ゼロエミッション等を実行する。

●操業安全と製品安全の両面において、安全確保の
ための諸活動を実行する。

●事業活動が地球規模の環境に及ぼす影響を低減
すべく、生物多様性を保全するための諸活動を実
行する。

・環境調和型製品の販売促進を図り、売上高で前年度より9.9％
増加。

・本体の製造所・工場でゼロエミッションを継続。

・これまでのレスポンシブル・ケア（RC）監査をリスクアセスメント
協議会に改め、各拠点の「内在する重大なリスク」の抽出と解決
に向けた協議を実施。
・安全小委員会にて、事故事例の検討、各製造所のリスクアセス
メント活動の事例紹介を実施。
・静電気小委員会にて、現場診断実施、教育資料の作成や、静電
気危険性評価票に基づいたリスクアセスメントを実施。
・欧州新化学物質規制REACHへの対応ならびにGHSラベル・
MSDSについて委員会活動を実施。

・国立環境研究所と生物指標を用いた環境リスク評価の研究を
実施し、WETテストの適用可能性を検討。 

適正な企業行動を通じて、
健全で持続可能な社会作
りに貢献する。

●地域社会の一員として、各国の事業拠点で取り組
んできた交流・活動をさらに進めて、共生を図る。

●モノづくり企業としてのノウハウを活かした活動
を通じて、快適に暮らせる社会の実現に寄与する。

・国内および一部の国の事業拠点で取り組んできた交流・活動を
さらに進め、共生を図った。                                        

・色覚UDingツールをはじめとするノウハウの普及に努めるととも
に、貢献度の高いものに対して表彰を実施、さらなる推進を図った。

　東洋インキグループは、2007年度、前年度に策定したCSR活動方針（「コンプライアンス活動の推進・深耕」、「リスクマネジメント活動

の充実」、「環境・安全活動の深化」、「社会貢献活動の実践」の4分野）を踏襲・継続し、実践活動の更なる充実・強化を図りました。  

　詳細はそれぞれのページにて紹介しますが、方針に対する主な実績、進捗は下記の通りです。

1

2

3

4

評価

◎

◎

◯

◎

◯

◎

◯

◯

◎

◯

◯

◯

△

◯

目標の達成状況：◎：100％以上　○：ほぼ100％　△：50％以上　×：50％未満
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２００８年度東洋インキグループCSR活動方針

　東洋インキグループは、2007年度、コンプライアンス活動の推進・深耕、リスクマネジメント活動の充実、環境・安全活動の深化、社会貢

献活動の実践の４分野に関わるCSR活動方針を掲げ実践に取り組んだ結果、それぞれのページで紹介するような進捗が得られました。

　2008年度は、これらのCSR活動方針を踏襲・継続し、実践活動のさらなる充実・強化を図ります。

２００８年度東洋インキグループCSR活動方針

1.CSRとしてのコンプライアンスの風土を定着し、総体としてCSRの質の向上を支持する。

●CSR経営のインフラとしての内部統制の展開を支えるコンプライアンス活動を推進する。
●コンプライアンス個別課題の抽出と処理の各論展開で実のある取り組みを実施する。
●海外コンプライアンスは、内部統制との関連付けにより継続性を確保する仕掛けを実行する。

コンプライアンス活動の推進・深耕

2．多様なリスクを十分に察知・把握し、全社的リスクマネジメント活動の充実を図る。

●全社リスクの洗い出しと動向把握を行い、対応力の強化と情報の蓄積を図る。
●部門別年度計画に取り込んだ日常管理型リスクマネジメント活動と継続的モニタリングを行う。
●日常管理型リスクマネジメントを予防安全の仕組みに進化させ、各部門のリスク統制手段として業務の中
でPDCAを回す仕組みの定着化を図る。

リスクマネジメント活動の充実

4．適正な企業行動を通じて、健全で持続可能な社会作りに貢献する。

●地域社会の一員として、各国の事業拠点で取り組んできた交流・活動をさらに進めて、共生を図る。
●モノづくり企業としてのノウハウを活かした活動を通じて、快適に暮らせる社会の実現に寄与する。

社会貢献活動の実践

3．全社的な環境・安全活動を深化させ、より高度な実績を上げる。

●地球環境の改善に寄与する製品・サービスを提供することを目的として、環境調和型製品の開発・販売を
促進する。
●環境負荷を低減すべく、地球温暖化防止、環境汚染防止、ゼロエミッション等を実行する。
●操業安全と製品安全の両面において、安全確保のための諸活動を実行する。
●事業活動が地球規模の環境に及ぼす影響を低減すべく、生物多様性を保全するための諸活動を実行する。

環境・安全活動の深化
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１．東洋インキグループにおける
　コンプライアンス活動の位置付け

２．２００７年度の活動目標と
　活動結果

コンプライアンスの取り組み

　東洋インキグループでは、ＣＳＲ経営推

進のための取り組みの１つとして、コンプ

ライアンス活動を位置付けています。

　東洋インキグループにおけるコンプライ

アンス活動は、「コンプライアンス担当部署

が社員に法律知識や社内規則などを教え、

その順守を徹底させる」こと以上に、「東洋イ

ンキグループで働く全員がコンプライアン

スについて考える」ことを重視しています。

　それは、東洋インキグループで働く全員

が「東洋インキグループでのコンプライア

ンスに対する考え方」を共有し、拠点での

ミーティング等を通じて日常業務にかかわ

るコンプライアンスについて議論すること

が、東洋インキグループの価値の創造につ

ながるものとの考えに基づいています。

　言い換えれば、東洋インキグループが追

求する価値（倫理規範としての経営哲学・

経営理念・行動指針の３要素からなる「東洋

インキグループ理念体系」）を実現するた

めに、全員参加型のコンプライアンス活動

を通じてグループ全体にコンプライアンス

の意識が浸透し、結果として倫理法令順守

の企業風土の定着につながるという考え

方です。

　東洋インキグループでは、一般消費者を

含む顧客・市場や、環境への配慮、社会貢

献、倫理・法令順守、社員の個の多様性尊重

などの社会的責任を果たしていくことに

よって、企業集団としての持続可能な進化

が確保できるとの認識でＣＳＲ活動へ取り

組んでいますが、東洋インキグループのコ

ンプライアンス活動は、このＣＳＲの考え方

をグループの個々人が強く意識し、主体的、

意欲的に取り組むことを目標にしています。

　２００７年度は、以下のような活動目標を

掲げ、コンプライアンス活動を実施してきま

した。

①内部統制の目的意識を持ったコン

プライアンス活動の推進（全社員の

内部統制への理解と参画を促す）

②コンプライアンスガイドラインの充

実でビジネス上のコンプライアンス

リスク回避

③海外コンプライアンスを内部統制

（全社統制）とリンクして展開、活性

化（国際本部、極社と連携）

　２００７年度の活動結果は以下の通りです。

（１）東洋インキグループビジネス行動基

準改訂版の発行

　東洋インキグループビジネス行動

基準は、東洋インキグループで働く

人全員に求められる基本的な考え方

や行動のあり方を示したものとして、

１９９８年に初版を発行しました。そ

の後２００３年に改訂しましたが、前

回の改訂から４年が経過し、その間

に起こった企業を取り巻く環境や社

会意識の変化に伴う各種法令の改

正、社内規程類の改廃および経団連

の企業行動憲章改訂を踏まえ、２度

目の改訂をしました。なお、改訂版は

各国の言語に翻訳し、海外グループ

会社へ配布しています。

（２）コンプライアンスリーダー会議の開催

　各拠点に配置されたコンプライア

ンスリーダー（２００７年度は、全国で

１３０名）は、東洋インキグループに

おけるコンプライアンス活動の旗振

り役として職場におけるコンプライ

アンス意識を高めるという、重要な

役目を担っています。リーダー会議

は、東洋インキグループでのコンプ

ライアンスに対する考え方の確認、

コンプライアンス抵触他社事例の研

究、重要な法改正についての情報提

供等、コンプライアンスリーダーの

育成を主眼として例年通り２回（上期

と下期に１回ずつ）開催しました。

（３）コンプライアンス強化月間（１１月）

　東洋インキグループでは、毎年１１

月をコンプライアンス意識の深化を促

す機会としています。コンプライアン

スリーダーが主体となって各拠点で

ミーティングを開催し、東洋インキグ

ループビジネス行動基準改訂版やコン

プライアンス抵触他社事例等を利用し

た議論、上期に各拠点で抽出したコン

プライアンス重点課題への対応進捗

状況についての確認をしました。

（４）コンプライアンス教育の実施

　定期的なコンプライアンス教育と

して、新入社員研修、海外赴任者法

務研修等を開催したほか、独占禁止

法講習会、下請法講習会を随時開催

しました。

（５）コンプライアンス監査の実施

　東洋インキグループでは、内部監査

部門とは別にコンプライアンス分科会

において毎年テーマを選定し、自主監

査を実施しています。今年度は「適正

な場内外注体制のための自主点検」と

「廃棄物・リサイクルガバナンスに関す

る調査」をテーマに、自己チェック方式

によるアンケート調査を実施しました。

（６）コンプライアンスオフィス

　東洋インキグループのコンプラ

イアンスに関する相談窓口であるコ

ンプライアンスオフィスの利用は、

２００７年度において数件ありまし

た。それらの内、法令違反に関する内

容の相談はありませんでした。

東洋インキグループビジネス行動基準改訂版
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リスクマネジメント体制の充実

　東洋インキグループのリスクマネジメン

ト活動は、CSR委員会の中のRM（リスク

マネジメント）分科会が推進しています。

　推進機関であるRM分科会と、重点課題別

の常設実施機関である各RM活動体、さらに

緊急性に応じて小委員会を設け、東洋イン

キグループ全体のリスクマネジメントシステ

ム確立に向けた運営体制をとっています。

１．RM分科会の活動について

　　今年度6回開催し、各RM活動体の活

動状況を確認しています。また、各部門

におけるリスク対応の進捗状況の報告

を受けるなど、グループ全体のリスク対

応状況を確認しています。

　　今年度は、RM活動の基本方針となる

「リスクマネジメント規程」について、現状

にあわせた見直しを行い、グループ全体の

リスクマネジメントの実効性を高めました。

　　また、RM担当役員による東洋インキ

各本部長へのRMヒアリングを継続して

行いました。これにより、内部統制システ

ム構築を前提とした部門方針に基づく

対応リスクの進捗状況、次年度の各本部

における事業リスクとその対応方針を

確認しました。

　　当該リスクについては、部門全体の重

点課題として組み込み、本年も継続して

実施してもらうよう徹底しました。

２．海外リスクマネジメントについて

　　「海外RMコミッティ」において、海外

グループ各社におけるRM活動を推進し

ています。

　　今年度は、安全保障貿易管理につい

て、製品輸出規制を順守し、管理体制の

指導を行いました。

　　また、海外グループ会社に対する環境

安全監査、業務監査を継続実施し、啓蒙

活動として、コンプライアンス、内部統

制に関する説明会を実施しました。

3．債権管理について

　　「債権管理コミッティ」において、グ

ループ全体の債権管理に関する対策を

実施しています。

　　今年度は、グループ全体の得意先のリ

スク状況確認を実施しました。各事業部

門から信用情報を取りまとめ、当社の設

定した注意レベルに従った処理を実施

し、注意喚起を行いました。

　　また、当社顧客システムを用いた与信

管理の効果的な仕組みを構築するな

ど、取引先の倒産リスクを軽減できるよ

うな施策を実施しています。

4．地震対策について

　　「新67（ロクナナ。震度6～7を想定）

コミッティ」において、グループ全体の地

震対策を推進しています。

　　今年度は、コミッティ内に編成された

首都圏直下地震対策本部が昨年作成し

た「首都圏直下地震対策マニュアル」の

グループ内での周知徹底、定着化を目

標として活動を行いました。

　　具体的には、本社、十条地区、川口地

区、埼玉地区の4拠点合同での安否登

録訓練や、緊急対策本部の立ち上げ・初

動対応訓練を実施しました。

　　訓練後の課題を整理し、マニュアルを

改訂することで、今後の各拠点への水平

展開に繋げていきます。

5．適正表示小委員会の設置について

　　当社製品でソイシール、エコマークを

表示している印刷インキの内、環境調和

型の標準製品は、全て基準に適合してい

ましたが、お客様の印刷条件や品質要求

に合わせ、改良を実施したものの中で、ソ

イシールの該非チェックが徹底されてい

なかったために、ソイシールの基準を外れ

た派生品（ソイシール貼付の全オフセット

インキ出荷量の0.12%）があることが判

明しました。該当品については直ちに修正

を行うとともに、その適正な表示を徹底す

るため、リスクマネジメント分科会の下に

適正表示小委員会を設置しました。

　　当小委員会では、表示についての現状

把握、課題抽出、運用ルール構築、適正表

示の徹底によりブランドをさらに向上させ

ることを目的として、ラベル印字システム

の整備等の管理体制の強化を図りました。

　　さらに、ウェブサイトのニュースリリー

スに、上記内容に加えて、今回対象となっ

たお客様への謝罪と、関係の皆様にご心

配をお掛けしたことをお詫びする旨を記

載いたしました。

　　本件に関しての東洋インキニュースリ

リースのＵＲＬ

　（http://www.toyoink.co.jp/news/

　2008/08020501.html）

2007年度の主な活動

RM分科会の構成図（2007年度）

新67コミッティ（地震対策）

情報セキュリティオフィス

海外RMコミッティ

債権管理コミッティ

適正表示小委員会（新設）＜役割＞
①新しいリスクの発見と対応
②緊急時対応システムの構築
③リスクマネジメントシステムの確立と定着
④各部門のリスクマネジメント活動のサポート
⑤複数部門に関連するリスクへの対応

RM分科会

事務局 総務部

＜構成＞
RM担当役員・総務部長・法務部長・環境本部長・
監査室長・情報システム部長・国際本部長

首都圏直下地震対策訓練（2007年12月）



社会性報告

18

社
会
性
報
告

これまでの活動 アスベスト対策活動

今後の課題

リスクアセスメント協議会

　東洋インキは、「日本レスポンシブル・ケ

ア協議会」に入会し、環境・安全・健康面の自

主管理活動である「レスポンシブル・ケア

（RC）活動」に1995年から取り組んでい

ます。この活動の一環として、RC活動の原

則・基準に基づき、関係会社も含めた国内

の生産拠点に対し、システムとパフォーマ

ンスの両面から内部監査（RC監査）を実施

してきました。RC監査においては、「環境

保全」「保安防災」「物流安全」など8つのカ

テゴリーごとにチェックリストに基づくヒア

リングと現場巡視を行ってきました。

　また、2006年度は国内の全生産拠点

のISO14001認証取得が完了し、一部の

製造所においては労働安全衛生も含めた

形でのマネジメントシステムとしての運用

拡大を行っています。さらに、火災・爆発、漏

洩、労働災害の3つのカテゴリーに対する

海外拠点も含めたリスクアセスメント活動

も継続して実施しており、その結果をRM

分科会に報告しています。

RC監査からリスクアセスメント
協議会へ
　今般、事業活動を取り巻く環境がより複

雑化する中、東洋インキでは、リスクを一番

把握可能な拠点自身が主体となって重要

案件に対して迅速かつ的確に対応していく

ことが重要と考え、生産拠点におけるリス

クアセスメント活動を、これまでの「RC監

査」を中心としたものから「リスクアセスメ

ント協議会」に改め、2007年度から実施し

ました。

　リスクアセスメント協議会は、各拠点の

製造所長・工場長、環境安全部長、管理部

長、生産部長などと環境本部の関係者で組

織され、各拠点が抽出した重大なリスクの

中で、自らの拠点だけでは解決やリスク低

減が難しい重要案件について協議し、解決

に向けた協議を行います。2007年度は、

化学物質安全・研究開発のリスク、環境活

動・環境リスク、労働安全衛生・保安防災リ

スクを協議の対象としました。また、環境担

当の役員とSCM本部・企画室も協議会の

メンバーに加わりました。

2007年度の内容
　2007年度のリスクアセスメント協議会

は、埼玉、川越、富士、守山の4製造所と、東

洋モートン（株）埼玉工場、東洋ペトロライ

ト（株）〔現：東洋アドレ（株）〕千葉工場、オリ

エンタル化成（株）、春日井地区、マツイカ

ガク（株）の関係会社等5拠点を対象に、

2007年10月～2008年1月にかけて実

施しました。

　多くの拠点で、静電気火災や異常反応に

関するリスク、地震リスク、REACH規制等

の化学品規制に関するリスクが重要案件と

して挙げられ、対応が協議されました。これ

らの案件は、全社的な基準の策定や拠点に

またがる対応が必要であり、これまでのRC

監査では把握しにくい内容のもので、リス

クアセスメント協議会を導入したことの効

果であると考えています。

　また、協議会では各拠点のリスク低減事

例が報告され、各拠点が独自でリスクアセ

スメント活動を行い、その低減を図ってい

ることが確認されました。有効なリスク低

減策は、今後、環境本部が中心となって他

の拠点への展開を進めていく予定です。

　リスクアセスメント協議会では、重要

テーマとしてアスベスト対策を取り上げ

ました。

　東洋インキにおいては、２００５年に、吹

付けアスベストを中心に国内拠点のアスベ

スト使用状況調査を実施し、暴露の可能性

の高い箇所については既に改善工事を完

了しています。

　その後、２００６年にアスベストに関して

総合的な法規制（労働安全衛生法、大気汚

染防止法等）が整備され、濃度規制は１％

から０．１％となり、調査対象にアンソフィラ

イト等３種類が追加され、２００８年６月に

ＪＩＳ（アスベスト含有分析）が改正されたの

を受け、全ての種類について分析すること

にしました。

　今回、配管・釜保温材にアスベストの混入

が確認された場合、省エネ投資である保温

材の更新が困難になることや配管亀裂等

緊急時の対応に遅れが生じかねない事態

を想定しました。

　そこで、各拠点、総務部、ＳＣＭ本部、環

境本部と連携強化し、各事業所で使用され

ている配管・釜保温材についてアスベスト

含有分析を行い、その結果を踏まえて東洋

インキグループの配管・釜保温材工事時の

安全ガイドラインを制定し、上記分析結果

でアスベストの含有が認められたものにつ

いては当該ガイドラインに則った適正処理

を進めます。

　リスクアセスメント協議会で、重大なリス

クを抽出することができましたが、これま

でのRC監査でチェックしていたパフォーマ

ンスについては向上の度合いを確認する

ことができませんでした。協議会と並行し

て、パフォーマンスを監査する仕組みの構

築が課題と思われます。また、ISO14001

環境マネジメントシステムにリンクさせ、内

部監査を利用したリスクアセスメント活動

についても検討する予定です。

守山製造所での現場確認

回転体洗浄手順書の作成（マツイカガク（株））
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社会貢献活動

　東洋インキグループは、「事業を通じて

社会に貢献すると共に、社会を構成する

“良き企業市民”としての役割を自覚して、

社会活動にも積極的に参加する」ことを基

本理念とし、全社員に「ビジネス行動基準」

を配布して下記の基本理念を徹底して

います。

（１）東洋インキグループは、自らが地域

社会の一員であることを認識し、地域

社会の活動への参加、協力を積極的

に行い、ともに発展していくように務

めます。

（2）東洋インキグループは、社会ニーズに

対応するため、事業で培ったノウハウ

を活かした社会活動を行います。

（3）東洋インキグループは、社会貢献活

動を重んじる企業風土を醸成するた

め、社員のボランティア活動を積極的

に奨励、支援します。

（１） 地域社会の活性化・発展への寄与

　　　地域社会に社会的に貢献するだけ

でなく、経済的な貢献も視野にいれ、

事業を通じての活動も積極的にとり

いれています。厳しいコストダウン

の中、地域雇用活動や、副資材等の

地域調達活動を積極的に推進してい

ます。

（２） 教育・文化発展への寄与

　　　学生の社会的学習機会を提供する

ため、国内外各地の事業所において、

毎年インターンシップ受け入れを実

施しているほか、工場見学も実施して

います。

（3） 地域環境保護活動の寄与

　　　地域の環境保全に配慮する公害防

止活動と、地域環境や景観との調和

に配慮する活動を行っています。十条

センターでは、加賀まちづくり協議会

の100回記念誌作成に参加、また富

士製造所では、富士市主催の「富士山

麓ブナ林創造事業」に参加しました。

　2007年8月、創立100周年記念の社

内表彰を行い、「事業で培ったノウハウを

活かした社会活動」に特に貢献したとし

て、下記の２つの活動を表彰しました。

（１） 最優秀賞：「静電気測定技術、現場診

断技術および静電気安全教育用諸

資料の開発」

　　　引火性の高い物質を扱う製造現場

では、静電気対策は重要な事柄です

が、実践的な文献が乏しい分野で

す。各製造所の静電気安全対策委員

会メンバーが長年にわたり集積した

データ・ノウハウを基に、安全教育・現

場診断を、グループ内だけではなく、

海外を含む取引先までカバーしてき

た実績を評価しました。今後も、東洋

インキグループが培ったノウハウを

社会と共有する取り組みに積極的に

活用し、支援していきます。

（２） 優秀賞：「色覚UD支援ツールによる

CSR活動を通じたブランド向上へ

の取り組み」

　　　色覚ユニバーサルデザイン（以下

カラーUD）とは、色の識別がつきに

くい方の不便さを、デザインの段階

から取り除いていこうという取り組

みです。カラーＵＤという言葉も考

え方も浸透していない2004年か

ら普及に取り組み、2006年版の社

会・環境活動報告書に特集の中で掲

載しています。　

　　　現在では、製品、店舗などの売り

場づくり、地方自治体による街づく

りなど、社会システム全体でカラー

ＵＤが積極的に採り入れられてい

ます。

　　　より一層の普及をはかるため

2007年7月７日～9月2日まで、ト

ヨタ自動車（株）とのコラボレーショ

ンイベントとして「トヨタユニバーサ

ルデザインショウケース」で、「みん

なのいろ・私の色」展を開催、親子連

れでも楽しめる展示にして、カラー

ＵＤを一般の来場者にわかりやすく

紹介しました。

　　　UD i n gツールは、東洋インキ

グループウェブサイトで無料配布

(http://www.toyoink.co.jp/ud/c

udst/order_form.html）しており、

社会により広く普及するように、今後

も積極的に進めていきます。

2．社会活動の奨励
1．活動領域

富士山麓ブナ林創造事業

「みんなのいろ・私の色」展

加賀まちづくり協議会100回記念誌
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地域との共生

川越製造所の
リスクコミュニケーション

社会性報告

　「ステークホルダー」とは、企業活動を行

う上で関る全ての方々のことをいいます。

東洋インキグループのステークホルダーに

は、お客様、取引先、株主、地域社会、行政、

社員などが含まれます。

　特に、地域との共生は、SS（社会満足度）

のメインの活動と位置づけ、身近なところ

からできることを着実に、一貫性をもって

継続的に実践しています。

　東洋インキグループは、川越製造所を中

心に積極的なリスクコミュニケーションを

実施しています。2008年5月、リスクコ

ミュニケーション活動の先進的取り組みが

評価され、埼玉県環境保全連絡協議会総

会で、他1社と共に優良事業所表彰を受け

ました。

　今年で5回目となる川越製造所のリスク

コミュニケーションは、2008年2月26

日、地域住民の皆様や周辺企業、川越市環

境関連職員の方々をお招きして、開催しま

した。今回は、全社環境保全への取り組み

の説明、川越製造所の環境、安全、化学物

質管理に関する情報公開、工場見学、意見

交換を行いました。

　意見交換では、中立な立場である環境カ

ウンセラーに司会をしていただき、円滑な

コミュニケーションを図ることができまし

た。参加された方からは、情報を積極的に

開示して、地域の意見を聞きながら改善を

進めている姿勢について、高い評価をいた

だきました。

　また、アンケートでは、製造所の取り組み

が理解でき、安心度が高まったとの意見を

いただいた一方で、多岐に渡る化学物質を

取り扱っているので不安は残るとの意見も

いただきました。

　今後も、地域とのコミュニケーション活

動を継続し、地域との共生を積極的に進

め、日常の活動の中で小さな改善を積み重

ねていきたいと考えています。

　2008年4月18日～20日、富士市が建

設した産業交流展示会「ふじさんめっせ」

のオープニングイベントに、富士製造所が

出展しました。

　富士製造所が、このようなイベントに出

展するのは初めての試みですが、地域の

方々に馴染みの少ない産業資材メーカー

である東洋インキグループが、皆様の日常

生活にどのように関っているかを知ってい

ただく、よい機会となりました。

　当日は、製品紹介パネルや最終製品、東

洋インキグループのカレンダー等を展示

し、多数の方にご来場いただきました。

　特に、19ページで紹介しました色覚ユ

ニバーサルデザインは、行政関係の方々の

反響が大きく、県議会議員・市議会議員・市

役所広報担当者の方々が多数来場し、展示

スタッフの説明に熱心に耳を傾けていらっ

しゃいました。

富士市産業交流展示場
「ふじさんめっせ」の
オープニングイベントに出展

「ふじさんめっせ」オープニングイベント

優良事業所表彰

川越製造所の工場見学

東洋インキのＳＳ（社会満足度）活動

ＳＳ（社会満足度） 社会
貢献活動

寄付

地域社会
活動

ボランティア
活動支援

ＣＳ（顧客満足度）

環境
保全活動

ＥＳ（社員満足度）

地域
経済活動

パート・派遣社員の雇用、地元業者への業務委託などの雇用活動、地
域での副資材等の調達などの調達活動

地域
環境活動

地域と協調した公害防止活動、地域と調和した景観重視などの環境
調和活動

地域
協調活動

施設の開放・見学、イベントへの協賛・参加等の交流活動、公的委員会
活動、地域コミュニケーション、講師派遣などの対話活動

地域
貢献活動

近隣美化活動、献血への協力などの奉仕活動、寄付・寄贈などの寄
付活動

【東洋インキグループ地域社会活動モデル】（2004年より）
東洋インキ
グループ
３つのＳ
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　名古屋市高年大学鯱城学園は、高齢者

の生きがいづくりと地域活動の核となる人

材の育成を目的に1986年に開学され、名

古屋市に在住し、健康で学習意欲のある

60歳以上の方が在籍されています。

　名古屋市にある中部支社では、社会貢献

とISO14001の外部コミュニケーション

の一環として、同学園の環境学科の依頼を

受けて、2005年度から講義を行っていま

す。2007年度は「企業の環境への取り組

み」と題して、東洋インキグループの環境

に対する考え方や実際の環境負荷低減活

動などについて、約1時間の講義を行いま

した。

　東洋インキは、毎年5月に東京大学本郷

キャンパスで開催される「五月祭」の「エコ

プロジェクト」に2007年度から協賛して

います。エコプロジェクトは、五月祭におけ

る環境負荷を低減すると同時に、その活動

を来場者、参加学生に発信し環境意識を高

めることで、将来に及ぶ社会全体の環境負

荷低減に貢献することを目的とした活動

で、具体的には、ごみの分別・リサイクル、

環境に配慮した容器・割り箸の採用、環境

に配慮した参加団体の優遇などが行われ

ました。

　埼玉県立新座高校では、キャリア教育の

一環として、1年生の生徒を対象に「望まし

い職業感を育成する職場見学（工場見学）」

が行われています。川越製造所では、この

取り組みに協力し、2008年1月17日（木）

に工場見学を実施しました。当日は、生徒

32名（男子14名、女子18名）と引率の先

生2名が来所され、川越製造所の説明や東

洋インキの人材育成制度などについての

説明を行った後、場内の見学を実施しまし

た。後日、代表の生徒の方から、お礼の手

紙を頂きました。

■生物指標を用いた環境影響リスク評価の

検討

　日本の工場排水を規制する水質汚濁

防止法では、排水の汚れ具合の許容限

度として対象となる有害物質を特定しそ

の排水基準を設定しています。東洋イン

キグループの生産拠点では、こうした環

境法令を順守して、日々の生産活動を

行っています。

　一方、米国で行われているWhole 

Effluent Toxicity（WET）規制やカナ

ダ、ドイツ等での排水規制では、化学物

質を特定せずに生物指標を用いたバイ

オアッセイの結果を利用し、排水が持つ

環境影響リスクを抑制する手法が行わ

れています。

　東洋インキでは、順法放流している工

場排水中の化学物質が、総合的にはどの

ような環境影響リスクを持つのかを知る

ことが、今後の生物多様性保全活動に役

立つと考え、国立環境研究所などの協力

を得て、工場排水のバイオアッセイによる

評価（WET法）の検討に取り組みました。

　今回の評価では、OECDやISOに

定められたバイオアッセイ手法を組

み合せ、短期間に正確な結果が得ら

れる条件を設定しました。また、試験

に用いた供試生物としては、藻類

（Pseudokirchneriella subcapitata）、

ミジンコ（Ceriodaphnia dubia）、ゼブラ

フィッシュ（Danio rerio）、発光バクテリア

（Photobacterium phosphoreum）の

４種類を用い、生態系の下層から上層ま

でを網羅しました。

　春と秋の二度の評価結果より、モデル

とした4ヶ所の工場排水は、放流希釈さ

れる現実の条件での生態影響リスクが

ほとんど無いことが確認できました。ま

た、影響が出た場合にも、その挙動に工

場ごとの特徴が見られることが明らかに

なりました。本検討で用いたWET法は、

生態への環境影響リスク評価のための定

量的な判定値として有用であることから

今後の展開が期待できます。

　なお、今回の検討結果については、

2008年6月11日～13日に開催され

た「第17回環境化学討論会」にて発表

しました。

東京大学五月祭エコプロジェクト
への協力

生物多様性保全の活動

名古屋市高年大学鯱城学園
での講義

埼玉県立新座高校の工場見学

東京大学五月祭CF広告

埼玉県立新座高校の工場見学

試験に用いたムレミカズキモ

試験に用いたミジンコ

しゃちじょう
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社員とのコミュニケーション

　東洋インキグループでは社員一人ひとり

の個性を尊重し、長期にわたり働きがいを

持って活躍できるよう、公平性の高いマネ

ジメントの仕組みづくりや労働環境の向上

に積極的に取り組んでいます。またグロー

バルな人材開発にも注力しています。

◆社長塾開催

　東洋インキは2007年度、東洋インキ専

門学校を正式開校し、東洋インキグループ

の次の100年を担う人材開発とキャリア

開発の促進を行っています。そのプログラ

ムの一環として、社長自らが講師となり「社

長塾」と題した研修を実施しています。これ

までの講義回数は8回となり、受講者は各

事業、各拠点におけるマネージャークラス

を中心に、延べ受講者は283名（6月末現

在）を数えています。今後も各拠点での開

催を予定しています。

　講義は社長のモノづくりへのこだわりや

全社一丸となって取り組むためのリーダー

シップ、人材育成のあり方など、幅広い内

容について行われています。東洋インキグ

ループで働く全ての社員が目標を共有し、

今年度から実施されるSCC中期経営計画

達成に向かって、コミュニケーションを充実

させています。

◆新たなキャリア形成のために

　東洋インキグループの人事制度では新

たなキャリア形成を行うための人事異動シ

ステムがあります。このシステムは『T－

CAP（東洋インキ・キャリアアドバンスプロ

グラム）』と呼んでいます。このプログラム

の中には『キャリア開発異動』があり、個人

のキャリア形成と会社の組織運営とを結ぶ

制度で、グループ内での実質異動数の6割

を超える異動がこの育成異動にあたりま

す。2006年度実績と比較してもその割合

は高くなっています。『キャリア開発異動』

の中には社員の個人意思による『自己申

告』をベースにした異動も含まれており、こ

の異動も昨年実績を上回っています。

　また、『社内人材公募制度』もスタートし

ています。2007年度は4名の方がこの制

度により異動しました。この制度は会社の

人材ニーズに対して社員の積極的な意欲

によるキャリア形成を結びつける制度と

なっています。

『キャリア開発異動』と『社内人材公募』は

相互に補完する制度となっており、育成異

動を効果的に実施する両輪として機能して

います。

◆役割人事制度評価者研修

　2006年4月より「役割」を基軸とした人

事制度がスタートしています。東洋インキグ

ループで働く社員がモチベーションを高く

持ち続けるためには、活動成果に対して納

得した公平な評価が重要になります。それ

ぞれ事業活動が異なる中で社員の評価の

公平性を高めるために、新しく評価者となる

新任管理者に対しては評価者研修を実施

し、評価制度の理解を深め、異なる目標に対

する公平な評価を目指し取り組んでいま

す。2007年度は延べ104名の方が研修を

受講し、透明性の高い評価を行っています。

◆社員の多様性推進と高齢化社会への対応

　近年、急速に進展する高齢化社会、核家

族化による育児・介護の問題など、社員一人

ひとりが必要なサポートやライフプランは

多様化してきています。東洋インキグルー

プでは、さまざまな観点から、多様な人材が

働ける環境作り、仕事・個人・家庭生活をバ

ランスよく両立できるよう制度の拡充を

図っています。こうした取り組みは「生涯現

役社会」に生きる社員が充実した人生を送

るために必要であると私たちは考えます。

◆障がい者雇用の促進

　東洋インキグループの2008年度の障

がい者雇用率は2.14％となり、法定雇用

率（1.8％）を上回っています。

配属にあたっては障がいのある方の適性

を考慮しつつ、長期的な就労に繋がる配属

や支援を行っています。また職場環境の面

でも、一人ひとりが自立し安心して働ける

よう、各拠点でバリアフリー化を推進して

います。今後もさまざまな方が働ける職場

を目指し、企業活動に沿った社会的責任を

果たして行きます。

◆定年後も働ける職場作り

　公的年金支給開始年齢引き上げに伴い、

就労による生計費確保が必要な時代に

なっています。東洋インキグループでは

2001年より定年退職者の継続雇用に取

り組んでいます。現在では、一般社員で一

定の基準を満たした健康な社員について

は希望者全員が働ける制度として完全に

定着しています。定年退職者の増加に伴

い、2007年度は制度発足以来最多の52

名の方が再雇用者として就業を継続して

います。体力的な衰えについては作業環境

の見直しや整備を行い、現役時代の知識や

経験を十分活かしながら働きがいを持って

就業できるよう取り組んでいます。

多様な個の夢の実現と人材育成

社長塾

● 全体の異動に占める育成異動の割合

実質異動数

育成異動数

自己申告反映異動数

育成異動の割合[%]

異動の内容 2007年度 2006年度

554

356

71

64.3

550

331

57

60.2

● 社内人材公募制度の実施件数

障がい者雇用率の推移
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◆確定拠出年金の導入

　公的年金制度は支給開始年齢の引き上

げに加え、支給水準についてもさらなる引

き下げが懸念されています。これまでも東

洋インキの退職金制度は退職後の生活資

金の一部として位置づけられており、確定

拠出給付企業年金基金として運営してき

ましたが、さらなる老後生活資金の拡充と

社員のライフステージに合わせたフレキシ

ブルな対応を行うため、今年度4月からは

これまでの制度に加え確定拠出企業年金

制度を導入しました。今後は東洋インキグ

ループ全体の退職金プラットフォームとし

て位置づけ、グループ会社への確定拠出年

金制度の導入を検討していきます。

◆ヘルスケア推進グループ設立

　東洋インキグループで働く社員が安心し

て働き続けるためには、その人とその家族

が心身ともに健康であることが必須の条

件となります。このため新たな組織として

「ヘルスケア推進グループ」を設立しまし

た。このグループでは安全衛生委員会、診

療所の医師や看護師、カウンセラーや健康

保険組合とも連携し、東洋インキグループ

の健康管理体制を強化しています。また最

近話題となっているメタボリックシンド

ロームやメンタルヘルスに関する取り組み

も行います。

◆ワークライフバランスの検討開始

　近年、男女雇用機会均等法や共働き世帯

の増加などにより、男女の働き方や仕事、家

庭、地域への関わり方は大きく変わりつつ

あります。このため長い期間にわたって多

様な人材が知識や経験を活かし生きがいを

持って働くためには、仕事と家庭生活をい

かにバランス良く両立させていくかが重要

となります。東洋インキグループではこれ

までフレックスタイム制度、各種の時短制

度、休業制度やカフェテリアプラン制度の

導入など、社員一人ひとりのライフスタイル

やライフステージに合わせた支援を行って

いますが、今後は制度運用面の改善や利用

しやすい職場環境を築く必要があります。

この点については労働組合との意見交換

を行う新たな委員会を設置し、さらなる

ワークライフバランスの充実を目指します。

　東洋インキグループには現在、海外に

51のグループ関係会社があり、約3700

名の社員が働いています（2008年4月現

在）。日本からの出向社員は約100名であ

り、ほとんどが現地採用の社員です。人種、

国籍に関係なく、「世界にひろがる生活文

化創造企業を目指す」というグループ共通

の経営理念のもと、それぞれの場において

事業活動を展開しています。

　現地でのビジネスを円滑に遂行するた

めに、社員どうし互いの商習慣や文化を理

解しあい、積極的なコミュニケーションを

図っています。また、社員教育の面でも、グ

ループ社員としての一体感と情報共有の

観点から、日本国内への研修受け入れを実

施しています。

◆創立100周年記念研修ツアー

　2007年9月、東京での国際印刷機材展

IGAS2007に合わせ、「創立100周年記

念研修ツアー」を開催しました。これは、東

洋インキグループの海外関係会社各社か

ら、将来を担う中堅社員を日本に招き、グ

ループの“家族的”メンバーとして知見を深

め、社員どうしの交流を深める目的で企画

したものです。このツアーには、総勢67名

の海外社員が参加し、200名以上の日本

側社員が関わった大規模なイベントで、東

洋インキグループの国際交流活動として

は最大規模のものとなりました。

　ツアープログラムとして「IGAS展示会見

学」、「生産施設見学会（埼玉・川越・富士・守

山の各製造所）」「特別講義」「スタッフコ

ミュニケーションプログラム」をセッティング

し、充実したツアー内容となりました。特に

「特別講義」では、モノづくり企業グループ

の根幹的なベクトルである「環境調和」「人

材育成」「CSR活動」の3分野について、各

分野の専門担当者や担当役員からレク

チャーが行われました。また「スタッフコミュ

ニケーションプログラム」では、ツアー参加

者の業務分野に関連する日本側社員との個

別ミーティングをコーディネートし、業務の

情報共有を図るとともに、同じ業務を担当

する者どうしの意識の共有を図りました。

ヘルスケア推進グループを
中心とした健康管理体制

グローバルな人材活用と交流

生産施設見学会

研修ツアー特別講義

定年者数と再雇用者数の推移
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社員の安全・衛生・健康

（100万延べ労働時間当たりの休業災害による死傷者数） （1,000延べ労働時間当たりの労働損失日数）
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東洋モートン　安全教室

埼玉製造所　挟まれ体験設備

安全＆TPM教室

　東洋インキは、環境会議、環境・安全分科

会ならびにその下部組織である「安全小委

員会」「静電気小委員会」で安全、衛生、防災

に関する全社の目標や計画の周知、事故な

どの事例研究や周知徹底を行っています。

　各拠点は「リスクが少ない安心して働け

る職場の実現」を目指し、潜在的に危険な

箇所や不安全作業を抽出してそのリスク

の大きさを評価し、優先順位をつけて改善

を進めていく「リスクアセスメント活動」を

展開しています。

　2008年2月、設備の保全等を機能分社

している東洋インキエンジニアリング（株）

の従業員二名が、新規導入機器を守山製

造所内の据付場所に人力搬送中、建屋の

搬入口付近で設備が倒れ、誘導を行なって

いた一名が下敷きになり死亡する事故が

発生しました。

　東洋インキは事故を重く受け止め、当該社

はもとより、国内主要生産拠点の環境安全責

任者や本社スタッフも現場において4M 

（Man, Machine, Method, Management）

の観点から見直してルール化を図り、グルー

プ全体に周知しています。さらに、保全業務

に関わる非定常作業についてもリスクアセ

スメントの実施や安全規定類の再整備を

図って、潜在リスクの低減に繋げています。

　東洋インキグループの過去の事故・災害情

報については、社内イントラネットの環境

フォーラムに掲載し公開していますが、この検

索方法をフリーキーワード化し、類似事故・災

害での対策の確認を容易にし、各拠点で対策

の水平展開ができるように改善しました。

1．埼玉製造所

　「埼玉TPM安全室」をオープンし、危険

予知活動として機械装置による危険体感

教育の実施と自主保全活動のレベルアッ

プを目指しています。この安全室には、4つ

の講習メニューがあります。

1）挟まれおよび巻き込まれ設備による危

険体感教育

2）自主保全のための基礎教育

3）静電気実験

（放電、溶剤着火、散水の効果他）

4）水消火器による消火訓練

　危険体感教育では2本のローラー間に

模擬の腕を入れ、引き込まれる力や逃げら

れない状況を体感し、挟まれ設備の危険性

を体感できます。

　埼玉TPM活動では装置の断面が確認で

きる設備で、構造や機能を理解しながら自

主保全の教育を行っています。

　製造所内を対象とした教育を47回開催

し、合計で410名が受講しました。また外

部の方の工場見学の案内コースとしても

大変好評を得ています。

2．東洋モートン（株）埼玉工場

　職場から「設備の構造が分からない、部

品の名前も分からない」の一言から生まれ

た安全教室です。不使用設備・部品を分解

し、部品名の表示と役割を記入して下記の

展示により安全とTPM活動を実施してい

ます。

1）自主保全のための基礎教育

設備の構造・機能の理解とメンテナンス

静電気の発生、危険性と職場における

静電気防止対策の解説

2）静電気のメカニズム（イラストによる展示）

埼玉製造所 危険体感教育

休業災害度数率、強度率の算出は暦年毎（1～12月）に行っています。このため2008年の休業災害は含まれておりません。
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CSR調達

　東洋インキでは、公平公正な取引を行う

にあたり、基本的な考え方を具体的な日々

の購買活動に反映させるため、7項目から

なる「調達基本方針」と10項目からなる

「調達先選定基準」に基づき、CSR調達を

推進しています。

　2006年度は調達先に対し、環境に対す

る取り組み状況と社会的責任に対する取り

組み状況のアンケート（各13項目）を実施

しました。さらに、CSR調達の実現に向けた

協力体制を整えるため、2007年度は「購

買協定書」の締結と会社概要・取引先台帳

の更新を行い、公平・公正に選択した既存調

達先を「購買取引先評価規則」に基づき、再

評価しました。

　購買協定書は、第一段階としてメーカー

（60社）に対し、環境管理及び品質保証に

関する事項を中心とした締結を申し入れし

ました。しかし、（1）保証責任・損害賠償・秘

密保持　（2）製造記録の保管年数（3）源流

管理に関し、十分な理解が得られませんで

した。これは、原料高騰とメーカーの事業選

択による原料の廃止等が相次いだために、

十分な協議が実施出来なかったことによる

ものでした。

　今期は環境管理・品質保証に絞った「差入

書」を作成し、第二段階として商社（60社）

に対しても締結を申し入れします。前記の

ことを踏まえ、メーカー・商社両方の締結を

目指します。

   

　調達先再評価は、メーカー・商社（120

社）を対象に実施しました。前回の評価時よ

り、全体的に当社評価ランクが「優」となっ

ている項目（供給安定性・技術,品質等）が増

えており、継続取引が望ましい調達先が多

数でした。ただ、なかには財務内容で当社

評価ランク「劣」の調達先も数社あり、状況

観察を続けていきます。

　また、会社概要は簡略的なものが多く、

ホームページ閲覧が主流となり、冊子は

CSRレポートや環境報告書に変わり、CSR

の活動報告の必要性は高まっています。

　今後も、調達先に対しCSRの取り組みを

要求し、「購買協定書・差入書」の締結に努

め、調達先の理解と協力を得ながら、CSR

調達を推進していきます。

調達先再評価購買協定書

1.

2．

3．

4．

5．

6．

7．

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

10．

公平かつ公正な取引

お取引先の選定

相互理解と信頼関係

襟を正した調達活動
の実践

グリーン調達

機密保持

お取引先のCSR

法令・社会規範順守

品質

価格

供給安定性

経営基盤

技術力

サービス力

機密保持

環境保護

CSRの取り組み

私たちは、事業活動のための調達にあたり、広い視野に立ちお取引先と対等かつ公平な立場で取引を行います。

私たちは、法令・社会規範の順守に加え、技術開発力をはじめ、品質・価格・納期・信頼性・提案力・情報提供力などの経済合
理性、経営信頼性などを総合的に勘案し、適正な基準に基づいてお取引先を選定します。

私たちは、お取引先との相互理解を深め、信頼関係を築き上げるよう努めるとともに相互の発展を目指します。

私たちは、法令を順守し、企業倫理に基づき襟を正した調達活動を実践します。また取引先との個人的な利害関係を
持ちません。

私たちは、お取引にあたり資源保護や環境保全などへの配慮を怠らず、地球環境の維持・向上に努めます。

私たちは、お取引において知り得た営業上および技術上の機密はお取引先の承諾なしに第三者に開示いたしません。

私たちは、企業の社会的責任を念頭に、調達活動を実施いたします。特にILO労働基準・コンプライアンス・グリーン調
達をお取引先選定の基準とし、またお取引先にも要求・指導をしてまいります。

法令・社会規範（児童労働・強制労働の禁止をはじめ、各国の法律、基準、条約など）を順守した経営がなされていること。

当社の要求品質を満たしかつ安定した品質であること、また品質管理体制が充実していること。

経済合理性のある妥当な価格であること、価格競争力があること。

当社が希望する納期を満たし、供給の安定性が確保されていること。

健全な事業経営が維持されていること。

当社の製品作りに貢献できる高い技術力を有していること。

当社に必要または有効な情報を適時・適切に提供できること。

当社との取引を通じて知り得た情報について、機密保持できること。

資源保護・環境保全に十分な配慮を行っていること。

CSR経営を実践していること。

調達基本方針

調達先選定基準
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株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

　東洋インキグループでは、株主や投資家

の皆様と積極的なコミュニケーションを図

るためIR（Investor Relations；投資家

向け広報）活動を積極的に実施していま

す。これにより、東洋インキグループの経営

戦略や事業内容、業績について理解を深め

ていただくとともに、企業価値を反映した

適正な株価形成を目指しています。IR活動

における具体的な取り組みとしては、証券

アナリストや機関投資家を対象とした決算

説明会や個別ミーティング、また個人投資

家を視野に入れたウェブサイト上での情報

発信などがあります。

　決算説明会は、2007年11月に中間決

算説明会を、2008年5月に期末決算説明

会を開催しました。それぞれ70～90名の

証券アナリスト、機関投資家ならびにマス

メディアの方々が出席されました。この決

算説明会においては、業績結果の報告や次

期の見通しといった内容はもちろん、出席

者にとって関心の高い事業の内容説明や

新製品の紹介を行い、さらに2008年度よ

りスタートした次期中期経営計画「SCC-Ⅰ」

の概要説明も盛り込み、東洋インキグルー

プの幅広い事業概要や戦略についてより

理解を深めていただけるような内容としま

した。

　なお、これらの説明については、経営トッ

プである社長および技術担当取締役より、

分かりやすく行っています。さらに質疑応

答の場においては、IR担当である専務取締

役と財務担当である常務取締役を交えて、

専門的な質問へも詳細かつ丁寧な回答を

行っています。また、説明会で使用した資

料については、即日ウェブサイト上に公開

し、フェアディスクロージャー（公平開示）に

努めています。さらに増えつつある海外投

資家への対応も意識して、英文での資料作

成および公開にも努めています。

　証券アナリストや機関投資家との個別

ミーティングについては、決算集計期間を

沈黙期間としている以外は年間を通じて対

応しています。2007年度は95件実施し

ました。この個別ミーティングは、広報室が

主体となって、決算の内容や個別の事業の

概況、経営戦略について具体的に説明する

と同時に、投資家の視点からの意見を聞く

ことにより、双方向のコミュニケーションが

図れるよう工夫をしています。

　個人投資家の方への対応については、電

話やインターネットメールによる問い合わ

せへの対応と、ウェブサイトからの情報発

信を中心に行っています。ウェブサイトから

の情報発信業務では、東京証券取引所にお

いて開示した情報や決算説明会などで使

用した資料を即時公開しています。

　また、2007年10月には、「FACT 

BOOK 2007」を発行しました。このFACT 

BOOK 2007には、和英2ヶ国語を併記し、

過去10年間の財務データや直近の決算

期における営業概況、四半期ごとの数値

データをビジュアルと数値で掲載していま

す。このFACT BOOKもまた、ウェブサイ

ト上で公開しています。

　株主の皆様とのコミュニケーションの中

でもっとも重視しているのが株主総会です。

2008年6月27日に開催しました定時株

主総会には、昨今の株主意識を反映して、

多くの株主の方にご出席いただきました。

総会全体を通して、株主の皆様に東洋イン

キグループの状況をより深くご理解いただ

けるよう、丁寧で分かりやすい言葉を用い

て説明する工夫をしました。特に営業概況

の説明においては、グループ全体の事業セ

グメントごとに詳しく説明し、ナレーション

を用いることで聞き取りやすくするという

配慮をしました。また、今後の経営戦略・事

業戦略や対処すべき課題など会社から株

主へのメッセージについては、社長自らの

言葉で株主の皆様に語るというスタイルを

とりました。さらに、質疑応答においても、

株主からの質問に対し、総会議長である社

長より皆様に満足いただけるよう丁寧に回

答し、株主の皆様との良いコミュニケー

ションが図れるよう努めました。

　また、株主の皆様に対しては、年2回発

行する事業報告書「株主のみなさまへ」を

通して、会社の現在のすがたを伝えていま

す。事業報告書では、中間決算・期末決算の

概要について図表やグラフを多用して分

かりやすく報告するだけでなく、株主の方

からの質問に対する回答コーナーや事業

に限定しないトピックス、色彩にまつわるコ

ラムなどを掲載し、より会社に親しみを感じ

ていただけるような工夫をしています。

株主の皆様との
コミュニケーション

東洋インキのＩＲ活動

FACT BOOK 2007

株主総会

決算説明会
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情報セキュリティ

　東洋インキグループの情報セキュリティ

管理は、CSR委員会の中のRM（リスクマ

ネジメント）分科会の下部組織である「情

報セキュリティオフィス」が中心となり、活

動を行っています。

　また、情報システム部内に情報管理グ

ループを設置し、情報管理の専任部署とし

て東洋インキグループ内の情報管理およ

び情報セキュリティの啓蒙活動を行ってい

ます。

　さらに、各部門では、部門長、または部門

長が選任したスタッフが情報セキュリティ

管理者となり、部門内でのチェックや啓蒙

活動を実施しています。

　従来の情報セキュリティ関連の規程は、

急速なＩＴ環境の変化から、実情にあわない

部分がありました。情報セキュリティオフィ

スでは、2006年度、情報セキュリティに関

連する規程やガイドラインの全面的な見直

し、改訂作業を行い、2007年4月1日よ

り、新規程を施行させました。2007年度

は、改訂した規程・ガイドラインを実務レベ

ルに落とし、啓蒙活動を中心に諸活動を行

いました。

入門者に対するセキュリティ
　2005年12月より、派遣社員や業務委

託社員を含む全勤務者に入門証を発行し、

入門時の表示と、常時携帯を義務付けて

います。

　また機密情報を取り扱う部署には、ドア

に入門証読み取り機を設置し、関係者以外

の入室を制限することで、より高いセキュ

リティレベルを確保しています。

　パソコン・USBメモリ等の利用に関する

セキュリティルールを設けると共に、定期

的にたな卸しや自主点検・見回りを行うこ

とで、周知徹底を図っています。

情報セキュリティの啓蒙活動
　（1）　イントラネットに専用ページを新設　

　規程類の全面改訂に伴い、情報セ

キュリティに関する会社の方針やガイ

ドライン等を手軽に閲覧できるよう

に、イントラネット「情報セキュリティ」

専用ページを新設しました。

　　　　従来から、規程類の電子データは共

有していましたが、「どこを探せば、自

分が知りたい規程があるのか、わから

ない」「規程の存在さえ、知らない」と

いう声が多く、あまり活用されていま

せんでした。

　　　　イントラネットでは情報セキュリ

ティに馴染みのない社員でも、調べ

やすい構成で、規程やガイドライン

を掲載し、手軽に調べられるようにな

りました。

　（2） 小冊子の発行、配布

　　　　2007年9月に、情報セキュリティ

関連では最初の小冊子となる、「情報

セキュリティの心得」を発行し、国内

の全勤務者（派遣社員、業務委託社

員を含む）に配布しました。

　　　　小冊子では、身近な事例を多数掲

載し、東洋インキグループで働く全て

の人に、情報セキュリティを身近に感

じてもらうと共に、情報を扱う「心構

え」を、やさしく解説しています。

　

　

　（3） 情報セキュリティ教育の実施

　 　　 2008年2月～6月に、国内の全

拠点（関係会社含む）で、情報セキュ

リティ管理者を対象に情報セキュリ

ティ教育を実施しました。

　　　　教育をうけた情報セキュリティ管

理者は、各部門に戻って啓蒙ミー

ティングを実施し、データの保管状

況や、ハードウエアのセキュリティが

適切に行われているかチェックをし

ています。

ハードウェアに関する
セキュリティネットワーク

TOYO INK 入門証

リオナチュレシリーズのお客様情報を取り扱う東洋ビーネット（株）

イントラネットの情報セキュリティ専用ページ

小冊子

情報セキュリティ教育（東洋モートン（株））

見 本
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　東洋インキグループは創業以来、色彩の開発を通して人々の生活文化の向上に寄与し、その経営活動の中で、国内外の法順守
はもとより、事業活動と製品・サービス及び人に係る安全・健康、地球環境保全、省資源、省エネルギー、地域社会との協調を常に
心掛けてまいりました。

  今後も、「持続可能な発展」の国際原則に基づき、「東洋インキグループＣＳＲ憲章」を尊重して継続的改善に努め、あらゆるス
テークホルダーの視点に立ち、一層の社会的責務を果たす努力をしてまいります。     
  
                 
        
1 . 社員一人ひとりが地域社会の一員として、地球環境問題を自覚し、社会に貢献するよう努めます。

2 . 製品の全ライフサイクルにわたって、環境保全と人の健康に配慮した製品の開発及び提供に努めます。

3 . 生産にあたっては、安全操業と保安防災に努めるとともに、省資源、省エネルギーに徹して環境への負荷低減に努めます。

4 . 製品と環境・安全に関する情報の積極的な提供とコミュニケーションを図り、お得意様、地域社会及び生活者の環境・安全・健康
の向上に努めます。

5 . 法規制を順守し、行政の施策に協力するとともに、地球規模の環境問題に対応すべく国際的な協調に努めます。

環境・安全行動指針

東洋インキ製造株式会社
代表取締役社長　　佐久間　国雄

＜環境マネジメントシステム＞

環境・安全基本方針・行動指針

環 境 報 告

　東洋インキグループは、1973年の環

境改善対策本部設置以来、安全衛生と

環境負荷改善へ組織的に取り組んでき

ました。

　1990年には「全社環境安全管理規

程」を制定し、その後、1996年6月に「テ

イクオフ２００７」の経営理念体系に基づ

き環境経営基本方針となる「環境憲章」と

「行動指針」を制定し、グループの隅々に

まで目指すべき姿を示してきました。

　また、1999年4月に設置されたエコロ

ジーセンターを2006年7月に環境本部

とし、環境本部の中に新たに化学物質管

理部を設け、化学物質に対する規制等の

国際社会の要請に応えるための体制強化

にも努めています。

　こうした方針は国内だけでなく、広く海

外にも展開されており、国境を越えたグ

ループ文化として、着実に安全生産への

風土作りに結びついています。

　2007年には中国の上海市にある上海

東洋油墨製造有限公司が、その安全衛生

に対する活動が工業区の管理委員会より

認められ、｢安全生産先進組織｣という栄誉

ある称号を同区にある500社の中から

選ばれた10企業の一つとして受賞しま

した。

　これは毎月の安全衛生委員会活動や

ＩＳＯの認証取得、自営消防隊の設立や関

係会社との協力体制構築等、全社員の安

全意識高揚と知識技能の向上に繋がる地

道な安全生産活動が評価に結びついたも

のと言えます。

　今後も東洋インキグループは、グロー

バルな企業として、「環境・安全基本方針」

「行動指針」の実現を目指します。

 1996年6月制定 
2005年5月改訂

表彰盾を囲み喜ぶ従業員

表彰盾 活発な安全衛生委員会
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（注）数値は2007年度の東洋インキ本体の数値です。

＊ここでの化学物質は、ＰＲＴＲ法第一種指定化学物
質と、日化協指定物質をあわせた480物質群を指
します。

4製造所
2工場

製 品

215,256トン
●インキ
●塗料
●樹脂、粘・接着剤
●塗工材
●化成品
●着色剤
●表示材料

ＣＯ2排出量
（エネルギー由来）

74,334トン-ＣＯ２

化学物質 117トン

排水 259万m3

ＳＯＸ排出量
ＮＯＸ排出量
ばいじん
ＣＯＤ排出量

2.1
48.6
1.4
98.6

トン
トン
トン
トン

廃棄物発生量
最終処分量

　　14,568
6
トン
トン

電力
A重油
LPG
都市ガス

6,144
　2,347

40
22,065

万kWh
k
トン
千ｍ３

（＊化学物質取扱量 67,286 トン）

CO2

化学物質

排 水

環境汚染物質

廃棄物

副資材

エネルギー

用 水

原 料
溶剤
樹脂
顔料
その他

合計

61,509
64,897
29,434
 76,556

232,396

トン
トン
トン
トン

トン

ドラム缶
5ガロン缶
他の金属缶など

合計

6,273
　2,795
2,022

11,090

トン
トン
トン

トン

上水
工業用水
地下水

合計

24
2

271

296

万m3
万m3
万m3

万m3

インプット アウトプット

代表取締役社長

CSR委員会 省エネ小委員会

省材小委員会

安全小委員会

静電気小委員会

化学物質小委員会

土壌・地下水汚染
対策小委員会

掲載ページ
→P39

→P40

→P18

→P24

→P37

→P37

→P35

→P35

→P32

→P38

→P38

→P34

→P34

→P41

→P36
環境・安全担当役員

環境本部
グループ全体の環境・安全マネジメ
ントシステムを運用するための専任
組織。

環境会議

環境・安全に関する全社会議。社長、CSR委員長、事業本部長、事業部長、
製造所長・工場長、生産系の関係会社の代表者などで構成。環境目
的・目標の見直しや、全社的な環境・安全戦略に関する審議を行う。

環境・安全分科会

CSR事務局

環境・安全運営会議

CSR委員会会議

環境・安全に関する方針・戦略を討
議し、構築する環境・安全分科会の
会議体。

静電気安全

保安防災

省エネルギー

ゼロエミッション

リスクアセスメント

労働安全衛生

環境調和型製品

環境ラベル

製品リスク管理

環境会計

環境教育

環境コミュニケーション

化学物質管理

MSDS

PRTR

土壌・地下水汚染対策
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環境目的（中期環境目標） 2007年度環境目標

環境目的、２００７年度環境目標・実績、２００８年度環境目標

【マネジメントシステム】   
・東洋インキグループでは、２００９年度を目標に統合環境マネジメントシステムを
確立し、継続的改善を推進する。
・国内外の生産系関係会社は、２００９年度を目標にISO１４００１の認証を取得し、
継続的な改善を推進する。
・国内外の非生産系関係会社は、ＩＳＯ１４００１およびそれに準じた環境マネジメント
システムを確立し、継続的改善を推進する。

【教育・啓発・社会貢献】   
・レスポンシブル・ケアに基づいた教育体制を確立することによって、全社員の環境
意識の高揚を図り、全社一丸の環境保全活動を推進する。
・地域社会と積極的に交流し、共生を図る。

【環境ビジネス活動】   
・環境調和型製品の製商品売上高構成比を２００９年度に４８％とする。
・製品リスクを削減する。

【リスクコミュニケーション、化学物質による健康被害の防止】  
・環境安全・健康に関するリスクコミュニケーションの充実を図る。
・化学物質の適正管理を推進する。

【法順守・国際協調】   
・法順守の仕組みを充実する。
・海外の関係会社へ積極的に環境マネジメントシステムの導入を図る。

・「コンプライアンス監査」を実施し、法令順守を徹底する。
・海外関係会社のISO14001認証取得を促進し、パフォーマンスデータを充実さ
せる。

・第三者意見を付けた社会・環境活動報告書を継続して発行する。
・乾燥工程の排出抑制対策等を進め、化学物質排出量の低減に努める。
・リスクコミュニケーションの実施拠点を拡大する。

・環境調和型製品の売上高を製商品売上高の４５％にする。
・化学物質（製品・原料）の審査、管理と各国の法令対応を強化し、REACH規制等の
新規法令に対しても準備を進める。

   
・階層別教育や現場の管理者・オペレーターの拠点教育のためのプログラムツー
ルを拡充し、教育を実践する。
・国内外の製造拠点で継続してサイトレポートを発行し、社員の教育や地域交流に
役立てる。

   
・経営計画のＰＤＣＡの中で環境マネジメントシステムを運用する。
・環境会計は、引き続き主要生産系関係会社を含めて集計し、環境保全効果、経済
効果を管理指標として改善を図る。
・環境調和効率指標は２０１０年度に７．０とする目標に向け、向上を目指す。

   
・CO2排出量削減のガイドラインを提示し、エネルギーコスト削減の方策を策定・運
用する。
・ゼロ・エミッションを維持できるよう管理を徹底する。
・修復した環境を保全していくために、管理ガイドラインを構築する。
・水の循環利用を進め、水資源の節減に努める。
・RC（レスポンシブル・ケア）監査をリスクアセスメント協議会とし、潜在リスクの抽出
と対策に注力する。
・海外生産拠点における危険作業や工程について、マザー工場を中核とした安全ガ
イドラインの構築を行う。

【環境保全・労働安全】   
・東洋インキ本体の製造所・工場におけるエネルギー原単位を、２００９年度を目標に
１９９０年度レベル以下まで削減する。
・廃棄物の発生量の削減と再資源化を推進し、２００９年度を目標に本体の製造所・
工場および国内の生産系関係会社でゼロエミッションを達成する。
・環境汚染の未然防止のためのシステムを確立し、これにより、漏洩事故の撲滅を
図る。
・労働安全と防災について予防保全システムを確立し、これにより、重大な発火事
故、労災事故の撲滅を図る。

　東洋インキグループは2000年4月に

新しいマネジメントシステムを導入しまし

た。その際に環境憲章と行動指針（2005

年5月に環境・安全基本方針と行動指針へ

改訂）をＩＳＯ１４００１における環境方針と

位置づけ、環境憲章と行動指針のそれぞ

れに対応した目的・目標を設定。全社員へ

の周知・徹底を図り、実現に向けた取り組

みを進めています。

　2008年2月に開催された環境に関す

る全社会議「第8回環境会議」では、環境

安全に関する方針、活動事例としてＶＯＣ

低減、無溶剤型接着剤の開発などの発表

が行われました。
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2007年度実績 2008年度環境目標評価 掲載
ページ

【マネジメントシステム】   
・ISO１４００１の認証取得と継続的改善活動を推進し、東洋インキグ
ループの国内の１拠点で取得準備を推進。
・環境会計は、国内主要生産系関係会社を含め集計し、環境保全コスト
投資額は２００６年度に比べ１５６百万円減少し、環境保全の物量効果
は、廃棄物発生量以外の項目で良好な数値となった。
・環境調和効率指標は１．０ポイント向上し、6.2となった。

○

○

◎

32

35

○

○

38

38

◎

○
○

35

34
34

○

△

○

43

41

20

○

○

16

4

○

○

○
○

○

39

40

29
18

37

【教育・啓発・社会貢献】   
・階層別および拠点別に環境安全、化学物質管理、輸出管理に関する教
育を実施した。
・国内の製造拠点、生産系関係会社でのサイトレポートを継続して発行
した。

【環境ビジネス活動】   
・売上高は、２００６年度比９．９％増加し、全社売上高に占める割合は
４６．５％と、目標値である４５％を達成した。
・化学物質の審査、管理の強化として社内管理システムの改良を行った。
・REACH規制への対応として、委員会を設置し、国内外の対応を強化し
て登録へ向けた準備を進めた。

【リスクコミュニケーション、化学物質による健康被害の防止】
・社会・環境活動報告書を継続して発行した。客観的評価として、引き続
き第三者意見を掲載した。
・化学物質の排出量は、２００６年度に比べ、本体は、０．３％増加、グルー
プ全体では、0.8％減少した。
・リスクコミュニケーションの実施拠点を生産系、非生産系に拡大し、環
境マネジメントの充実を図っている。

【法順守・国際協調】   
・「東洋インキグループビジネス行動基準」の改訂版を発行し、法令順守
への徹底を行った。

・海外関係会社のISO１４００１認証取得は、１拠点で認証取得した。

   
・継続的なコンプライアンス活動を実践する。 
・海外関係会社のISO14001認証取得を促進し、パフォーマンスデー
タを充実させる。   

・第三者意見を付けた社会・環境活動報告書を継続して発行する。
・化学物質における高リスク物質について抽出を行い、代替を推進する。
・国内におけるリスクコミュニケーションを海外生産拠点へも積極的に水
平展開し、地域との共生を図る。   

・２００８年度の環境調和型製品の売上高の比率の目標を１年前倒しの
４８％とする。また、国内生産系関係会社の環境調和型製品の開発を
推進する。
・REACH規制やGHSへの適正対応を進めるとともに、原料、製品の各
国化学物質法令・規制への対応強化を推進する。

   
・環境関連の教育プログラムを体系化し、階層別、拠点別の教育を定期的
に実施する。   
・事業活動を通して、地域社会との交流、共生を図る。

   
・ISO１４００１の国内グループ関係会社の認証取得完了と継続的な改善
活動を推進する。   
・東洋インキグループ独自の環境管理会計の算出基準を策定し、経営計
画との連動を図る。   
・環境調和効率指標は、２０１０年度に７．０とする目標に向け、２００８年度
の目標は６．５とし、向上を目指す。   

・エネルギー原単位で年１％削減する。
・CO2総排出量削減目標を設定する。
・本体のゼロ・エミッションの継続的な維持を進めるとともに、生産系国
内関係会社の取り組みを強化推進する。
・環境汚染の未然防止のためのシステム、体制を構築する。 
・リスクアセスメント協議会で抽出された課題を他事業所、国内外の生
産拠点へ水平展開し、改善活動を推進する。 
・マザー工場を中核とした環境安全の体制強化を行い、海外生産拠点へ
の安全面での強化を実施する。   

【環境保全・労働安全】   
・東洋インキ本体のエネルギー原単位は、２００６年度比２．２％削減し、
年１％削減目標を達成。CO2排出量は２００６年度比９．３％削減し、
６,１27トン-CO2減少となった。
・産業廃棄物最終処分量は２００６年度比８２％減、本体の最終処分率が
０．０４％となりゼロ・エミッションを維持した。国内生産系関係会社は
２００６年度比７8.9％減、最終処分率が5.2％となった。
・用水使用量は２００６年度に比べ９．8％減少した。
・リスクアセスメント協議会を設置し、製造所と協同で潜在リスクの抽出
を行い、各製造所での改善活動の水平展開を推進。
・静電気災害防止として、ガイドラインの構築を行い、国内外生産系関
係会社への周知徹底を行った。

目標の達成状況：◎：100％以上　○：ほぼ100％　△：50％以上　×：50％未満
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　2007年度は国内の主要な生産系関係

会社5社を加えて集計しました。

●設備投資は2006年度と比較して156

百万円減少しました。

●費用額のうち、事業エリア内コスト、上・下

流コスト、管理活動コスト、研究開発コスト

は減少しました。

●環境保全の物量効果の算定は、全て前

年度との生産数量調整比較により行い

ました。「当期生産数量／前期生産数量」

の比は1.019を用いました。

●事業活動から排出する環境負荷および

廃棄物に関しては、廃棄物発生量以外の

項目で良好な数値となりました。

●経済効果の合計では、対前年度比で

18.6％アップと好調でした。内訳を見る

と、省エネルギー、省資源効果が前年度

を大きく上回りました。

●環境ビジネスは環境調和型製品の売上

高が前年度比109.9％と良好だったに

も関わらず、東洋インキ単体の営業利益

率が2.5％と前年度より低下したことか

ら、22％のダウンとなりました。

環境会計

１.環境保全コスト

3.経済効果

1.環境保全コスト 集計期間：2007年4月1日～2008年3月31日　集計範囲：東洋インキ単体、主要国内生産系関係会社（単位：百万円）

分類 主な取り組み内容
投資額

事業エリア内コスト 
公害防止コスト
地球環境保全コスト
資源循環コスト
上・下流コスト 
管理活動コスト 
研究開発コスト 
製品開発コスト
技術開発コスト
社会活動コスト 
環境損傷対応コスト 
合　　計 

340
132
187
21
0
17
185
117
68
0
0

542

1,278
553
126
600
143
500

3,586
3,066
520
2

516
6,025

492
333
51
108
4
11
191
110
81
0
0

698

1,360
566
159
635
173
550

3,735
3,270
465
2

295
6,115

公害防止に関する投資および維持管理費用
地球環境保全に関する投資および維持管理費用
廃棄物の処理、リサイクルに関する投資および維持管理費用
製品のリサイクル、製品容器のリサイクル費用
環境マネジメント運用、環境広告、環境教育などの活動費用

環境調和型製品開発のための人件費・経費および実験設備投資
環境調和型技術開発のための人件費・経費および実験設備投資
地域環境活動支援・環境団体への寄付金
土壌汚染修復費用

2007年度 2006年度
費用額 投資額 費用額

(注）当該期間の研究開発費の総額（東洋インキ単体）：7,208百万円　（東洋インキ連結全体）：7，553百万円

内
訳

内
訳

式：指標の値＝前期の環境負荷量等×（当期の生産数量÷前期の生産数量）－当期の環境負荷量

2.環境保全の物量効果（事業エリア内） 対象範囲：東洋インキ単体

効果の内容
環境保全効果を表す指標

指標の分類 2007年度 指標の値

1.事業に投入する
　資源に関する効果

2.事業活動から排出する
　環境負荷および廃棄物に
　関する効果

総エネルギー投入量（原油換算：千㎘）

水資源投入量（万㎥）

PRTR物質および日化協対象物質取扱量（千トン）

CO２排出量（千トン-CO２）

PRTR物質および日化協対象物質排出量（トン）

総排水量（万㎥）

廃棄物発生量（千トン）

廃棄物最終処分量（トン）

SOＸ排出量（トン）

NOＸ排出量（トン）

ばいじん排出量（トン）

COD排出量（トン）

43.8

296.3

67.3

73.8

117.0

258.7

14.6

6.0

2.1

48.6

1.4

98.6

1.1

38.9

△ 0.2

8.1

1.9

16.3

△ 0.7

25.9

2.1

9.6

△ 0.0

1.1

（注）環境保全効果の算定は、前年度との生産数量調整比較による方法で行いました。

分　類 各効果項目のデータ集計上の定義、対象内容など 2007年度

１．有価物の売却

２．省エネルギー

３．省資源効果

４．容器などリサイクル効果

５．廃棄物処理費節減効果

　経済効果の合計

　環境ビジネス

使用済み容器の売却などによる収益

各拠点の省エネルギー活動の効果の合計を金額に換算

収率の向上など原材料の節減による効果

製品容器の再利用、タンク化による効果

廃棄物の削減による費用の節減効果

「環境調和型製品」として登録済製品の利益※の合計

４

９３

３３６

２９

２８

４９０

１，８８６

3.経済効果 集計範囲：東洋インキ単体（単位：百万円）

※環境調和型製品の売上高に営業利益率を乗じた金額を計上

2.環境保全の物量効果

2006年度

44.1

328.9

65.8

80.4

116.7

269.9

13.6

30.8

4.1

57.1

1.4

97.8

2006年度

３

６７

２６５

５２

２６

４１３

２，４１７
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環境調和効率指標とは

環境調和効率指標

0
1
2
3
4

6
5

7

環境調和効率指標

0
50
100
150
200
250
300

2000 2003 2004 2005 2006 2007
（年度）

2000 2006 2007
（年度）

350

0
20
40
60
80
100
120
140

400 160

環境調和型製品売上高指標 統合環境負荷指標

環境調和型製品売上高指標と統合環境負荷指標の推移 環境調和効率指標

　東洋インキは、環境負荷の低減と、環境に

調和した製品・サービスの提供による環境経

営の推進を重要な課題ととらえ「環境調和

効率指標」を環境経営指標としています。

　環境調和効率指標は環境調和型製品売

上高指標を統合環境負荷指標で除したもの

です。数値が大きいほど環境経営が進んだ

ことを意味します。

　2007年度の環境調和効率指標は

2006年度より1.0ポイント向上し6.2とな

りました。東洋インキは2010年度にこの

環境調和効率指標を7.0にする目標を達成

するよう努力していきます。

　環境調和型製品売上高指標は、2000年度を

100とした環境調和型製品の売上高を指標化した

ものです。

　統合環境負荷指標は東洋インキの環境負荷量を

独自の重み付けをし、2000年度の負荷量を100

とした指標です。

　東洋インキの環境負荷の独自の重み付けは、国

立環境研究所が中心となって行った「コンパラティ

ブ・リスクアセスメント」の結果を参考にし高月紘京

都大学教授（当時）が提案した数値をベースにして

います。重み付けは、ＣO２排出量（30％）、ＰＲＴＲ対

象物質排出量（30％）、廃棄物最終処分量（20％）、

ＣＯＤ排出量（10％）、ＮＯＸ、ＳＯＸ排出量（10％）とし

ています。

環境効率の試算

　東洋インキは環境調和効率指標の他に、

独立行政法人産業技術総合研究所から提

供されたソフトを用い環境効率の試算に取

り組んでいます。

　この環境効率は東洋インキ独自の指標

である環境調和効率指標とは異なり、各社

が同じ指標を用いることができ、企業間、産

業間の比較が可能となる指標です。

　本環境効率は分子を付加価値、分母を環

境負荷量として求める指標です。

　付加価値は営業利益＋人件費で、環境負

荷量はCO２排出量で試算しました。環境効

率の単位は円／kg-CO２です。

　東洋インキ環境効率は有価証券報告書

で公表している営業利益、人件費から求め

ました。東洋インキ試算環境効率および対

比する基準環境効率は東洋インキの主要

事業である、印刷インキ事業、塗料事業、顔

料事業、色材事業、接着剤・樹脂事業を事業

ごとに試算し、それらを合計した指標です。

　東洋インキの環境効率は産業連関表か

ら計算した基準環境効率に比較して高い値

を示しています。

　東洋インキは今後本指標を検討し、精度

を高め、公表を継続していきたいと考えて

います。
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化学物質の適正管理

化学物質管理の考え方

取り扱っている化学
物質の把握・管理

化学物質リスク管理規則

REACH規制への対応

GHSへの対応

環境関連法規への順応 環境調和型技術

化学物質管理

環境・安全基本方針 環境・安全行動指針

　東洋インキは、原料や製品に含まれる化

学物質の適正管理に努めています。

　作業者の安全衛生を目的とする「新原料

審査規則」、製品リスクを防止する「化学物

質リスク管理規則」を制定し、運用していま

す。また、原料・化学物質データベースを構

築し、これに基づくPRTR情報の提供、

MSDSの作成を行っています。

　2008年6月、欧州における化学物質の

総合的な登録・評価・認可・制限の制度で

あるREACH（Registration,　Evalua-

tion,　Authorization　and　Restriction 

of　Chemicals）の予備登録が開始されま

した。また、化学品の危険有害性を一定の

基準に従って分類し、絵表示等を用いて分

りやすく表示し、ラベルやMSDSに反映さ

せることを目的としたGHS（Global ly 

Harmonized　System　of　Classifica-

tion and Labelling of Chemicals）につ

いては、2008年度までの実施が目標とさ

れています。東洋インキでは、このような化

学物質の国際的な規制についても対応を

図っています。

　東洋インキでは、2003年5月から、製品

リスクの未然防止のため、化学物質リスク

管理規則を運用しています。化学物質リス

ク管理規則では、環境への影響が懸念され

る化学物質を「東洋インキ使用禁止物質」

「東洋インキ第1種使用制限物質」「東洋イ

ンキ第2種使用制限物質」の３つに分けて

管理しています。

　「東洋インキ使用禁止物質」は、いかなる

製品にも意図的に含有させない物質で、カ

ドミウム、鉛、難燃剤のポリブロモビフェニ

ル、アスベスト、結晶性シリカなど、現在16

物質を規定しています。禁止物質について

は、化審法の改正などを考慮して見直しを

図っています。また、「第1種使用制限物質」

は、エンドユーザーに渡った段階で1%以上

含有しないよう配慮すべき物質、「第2種

使用制限物質」については、人の皮膚また

は口腔に直接かつ長時間接触する可能性

のある製品用途に使用しない、と定めてい

ます。

　REACH規制は、2007年6月1日に発

効した化学物質の総合的な登録・評価・許

可・制限の制度です。製造業者または輸入

者は、化学物質をEU域内で年間1t以上製

造、または輸入する場合、既存化学物質、

新規化学物質に関わらず登録を行うこと

が義務付けられており、2008年6月1日

から、予備登録が始まっています。予備登

録した段階的導入物質（欧州既存商業化

学物質リストなど）については、その物質

の性質や製造・輸入量に応じて2018年5

月31日までに登録しなければ、EU内で製

造・輸入できなくなります。

　東洋インキでは、事業本部、購買部、国際

本部、環境本部、関係会社などからなる

REACH委員会を組織し、REACH規制へ

の対応を進めています。REACH委員会で

は、登録すべき化学物質の調査、原料メー

カーや商社への登録の意思の確認等を行

い、東洋インキが登録すべき物質の特定を

行っています。また、EU域内での登録体制

の整備を進めています。

　2006年12月1日に、製品ラベル、

MSDSにGHS方式を導入する改正労働安

全衛生法が施行され、製品ラベルに絵表示

その他のラベル要素を盛り込む必要があり

ます。

　東洋インキでは、GHS区分、対応ラベル

を判定するシステムを完成させ稼動させて

います。このシステムは、生産管理システム

から処方構成データを取り込んで製品の化

学組成を自動計算し、健康有害性、環境有

害性を自動判定するものです。物理化学的

危険性に関しては、判断を自動で行うこと

が困難であるため、専任担当者が判断した

結果を入力するようになっています。

　改正労働安全衛生法の施行に伴い、新た

にラベル表示・MSDS交付の対象となる物

質のうち、裾切値が1%未満となる物質に

設けられていた経過措置については、

2008年11月30日を持って終了します。

東洋インキでは、社内でGHSプロジェクト

を組織し、新基準に基づく製品ラベルや

MSDSへの対応を進めており、合わせて

MSDSやPRTRのシステムの見直しも検

討しています。

化審法

WEEE, RoHS, REACH

GHS

環境調和型製品

製造工程の環境調和

化学物質の特性、
法規の把握・管理
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グリーン調達の推進

環境調和型製品の登録制度

ソニーグリーンパートナーへの対応

化学物質
リスク管理規則 自己監査

　東洋インキは、原料・製品に含まれる化

学物質の適正管理などにより、グリーン調

達を徹底しています。これにより、電気・電

子機器業界のグリーン調達調査共通化協

議会（JGPSSI）の「製品含有化学物質管

理ガイドライン」や、特定有害物質の使用

制限に関するEU規制である「ELV指令」

（廃自動車）、「RoHS指令」（電子・電気機

器）等に対応しています。

　この一環として、ソニー技術標準SS-

00259「部品・材料における環境管理物

質管理規定」に基づくグリーンパートナー

の認定を、国内の4製造所、関係会社2社、

海外の関係会社４社で受けています。東洋

インキでは、2007年に更新監査を受審し

て認定を継続しました。今後、海外を中心

に新規の認定拡大を推進していきます。

　また、ソニー以外にも、凸版印刷を始め

とする印刷業界や、内外の電気・電子機器

業界などのグリーン調達にも対応してい

ます。

　東洋インキは、環境・安全基本方針や行

動指針に基づき、省エネ・省材等製造工程

での環境調和を図るとともに、環境調和

型製品を登録し、その開発・販売を推進し

ています。

　環境調和型製品の登録制度とは、事業

ごとにアロマティック溶剤含有率や一次

刺激値（P.I.I.）、トルエン含有率など製品

の環境基準を定めて、A、B、Cの3つのラ

ンクに分け各事業部が申請した製品を環

境本部が審査し、基準に適合したものを

「環境調和型製品」として登録するもので

す。登録した環境調和型製品の売上高は

毎年集計し、環境会計の経済効果や環境

調和効率指標に反映させることにより、環

境調和型製品の開発・販売の促進を図っ

ています。

　2007年度の環境調和型製品の売上

高は2006年度比9.9%増加し、全社売

上高に占める割合は46 .5%となり、

2007年度の目標値である45%を達成

しました。

　2007年度、環境調和型製品売上高の

環境基準のランク別売上高割合はAラン

クが38.3％、Bランクは60．2％、Cラン

クは1.5％でした。2008年度は、環境調

和型製品の売上高の比率の目標である

48%を1年前倒しで達成するとともに、

国内生産系関係会社の環境調和型製品

の開発を促進します。

ソニー SS-00259 Ver.7

東洋インキ製造（株）環境本部

埼
玉
製
造
所

富
士
製
造
所（
機
能
材
料
）

国
内
関
係
会
社

海
外
関
係
会
社

2
拠
点

4
拠
点

守
山
製
造
所

川
越
製
造
所

環境調和型製品の環境基準のランク（概念）

Ａランク

・製品の対象市場において、最も環境調和の程度が高い製品

・長期間環境調和型製品として販売できる製品

・他社製品に比べ環境調和の程度が明らかに優れている製品  

Ｂランク

・環境調和の程度がランクＡとランクＣの中間レベルにある製品   

・現在の市場での環境調和の程度は十分であるが、さらに改善の取り組みが必要または計画が
ある製品

Ｃランク

・設定された環境基準のいずれかはクリアしているが、さらに継続的改善が必要な製品   

・該当する環境基準について、業界の規制値はクリアしているが、他社製品との差別化が不十
分な製品
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物流における環境負荷低減活動

環 境 報 告

　東洋インキグループでは、物流におけ

る安全確保はもとより、製商品、原料、廃

棄物の輸配送における環境改善の取り組

みを物流担当関係会社のロジコネット

（株）と連携して進めています。

　２００7年度実績の東洋インキ本体の

専属便、輸送トラック、ＪＲコンテナ便、路

線便と産業廃棄物運搬の国内輸送量は

6，677万トンキロ、ＣＯ２（二酸化炭素）排

出量は10，700トン-ＣＯ２です（2007年

度実績）。2007年度エネルギー原単位

（製商品および産業廃棄物の運搬数量当

たりの燃料使用量）は2006年度と比較

して11.7ℓ/t⇒11.0ℓ/tと削減し、6％

省エネ効果がありました。

　鉄道貨物輸送のＣＯ２排出量は、トラッ

クで同一重量・距離の輸送を行った場合

の約１／８と言われています。

　当社は、トラックによる長距離輸送を鉄

道貨物輸送に変えていくこと（モーダルシ

フト）を積極的に進めています。

　現在、埼玉製造所、川越製造所、富士製

造所、西神工場、岡山工場の５事業所で、

鉄道貨物輸送を実施しています。当社で

は、温室効果ガスの一つであるＣＯ２排出

量削減に向けて鉄道貨物輸送を今後も拡

大していきます。

　環境にやさしい天然ガス自動車の本格

的普及が、社会的に強く望まれています。

　ロジコネット（株）関西事業所では、天

然ガス自動車を１９９９年から順次導入し

てきました。

　２００８年４月末現在、大阪市内を中心

に１１台を運用しています。

　内訳は、車種　２t車：９台、３t車：１台、

４t車：１台です。

　今後、他事業所でも天然ガス自動車導

入検討を進めていきます。

　2002年3月に、東洋インキが中日本高

速道路（株）（旧日本道路公団）に売却した

第二東名高速道路建設用地からダイオキ

シン類が検出されました。この件について

は、学識経験者、行政、近隣住民の方々な

どからなる「第二東名高速道路富士市内

建設用地における汚染土壌の処理に関す

る委員会」（以下委員会）による適切な処

理方法等の検討が行われ、その結果、

2006年7月10日の第3回委員会におい

て、将来の浄化を前提とした「汚染拡大防

止措置（以下遮水壁工法）」が最適かつ現

実的であるとの判断がなされました。

　その後、この第3回の委員会を踏まえた

近隣住民の皆様への説明会を中日本高速

道路（株）とともに開催し、遮水壁工法につ

いてのご了解のもと、2007年1月に対策

工事に着手しました。

　掘削後、養生保管されていた仮置き土

の撤去、改質作業においては、飛散による

汚染拡散防止の為、作業テントを設営し、

厳しい管理のもと作業を行いました。ま

た、こうした施工状況は学識経験者の方々

や近隣住民の方々にもご見学いただきま

した。

　工事完了は2008年9月末を目指してお

りますが、安全最優先を原則とし、細心の注

意のもと着実に工事を進めて参ります。

表面部分の封じ込め工事が完了した橋脚付近

学識経験者の方々による施工状況見学

JRコンテナ出荷（富士製造所）

エコレールマークlogo

鉄道貨物輸送の拡大

低公害車の推進

関西事業所の天然ガス車

第二東名高速道路の富士市内
建設用地土壌汚染対策
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　2007年度は、国内の生産系の主要拠

点についてリスクアセスメント協議会を

実施しました。それ以外では、販売会社の

調色部門、物流部門、技術部門、関係会社

等10拠点の環境・安全診断を実施し、改

善実施により環境・安全面のレベルアップ

を図りました。

　2007年度は、投資案件として海外関

係で4件、その他研究施設導入と製法合

理化で2件の計6件の設備DRを開催し、

特に重大リスクに繋がる危険性への対策

ができているかを確認しました。また一部

設定されている安全ガイドラインに設備

等が準拠できているかを確認しました。

　各拠点では定期的に防災訓練を実施し

ていますが、各人員が火災時に消火器を

操作し消火活動ができることが初期消火

活動の基本です。このため期限切れの消

火器を有効活用し、消火器の使用経験の

ない人や新人を対象に、実地の消火訓練

を各拠点で展開しています。

　時差出勤や監視業務のある職場では、

一人作業になる可能性があり、作業者が

病気や万が一の事故で転倒した場合等の

緊急事態に備え、人の倒れを検知するシ

ステムを東洋アドレ（株）で導入しました。

　検知した信号を自動送信すると同時

に、大音量の警報音による報知と、通報装

置で予め登録した各部門長の電話番号に

音声で連絡します。

　これにより、受信した者は至急駆けつけ

て状況の確認および処置等を行うことが

でき、早出時の仕込み作業を以前より安

心して行うことができるようになりました。

今後、他拠点へも導入を進めていきます。

　各拠点からの従業員への教育要望を受

け、環境本部は静電気に関する説明会を

2拠点で実施しました。

１．静電気安全対策

　静電気に関する教本として「静電気

安全対策と事故事例」（グラビア印刷関

連編）をver.4として改訂し、関係者に

配付しました。前回の改訂から4年目

で、本改訂版では特にグラビア印刷の

どのような場所や条件で静電気原因の

火災事故が発生するかの傾向の解析と

事故事例の対策の紹介および関連する

法規制が記載されています。

2．海外向け　

　海外向け静電気安全対策教育資料と

して、「静電気防止対策2008」を日本

語版と英語版で作成し海外拠点に配付

しました。この内容は2005年に配付し

た初級版に対し、理解をさらに深めても

らうための中級版に該当します。

国内拠点の環境・安全診断 静電気教本

防災教育（消火訓練）

静電気安全対策教育

転倒検知システムの導入

環境・安全設備DR
（デザインレビュー）

海外用教育資料：「静電気防止対策2008」

環境安全診断（東洋プリプレス、東洋インキ九州）

転倒検知器

静電気勉強会

教本：静電気安全対策と事故事例

寝屋川センター（作業床・作業靴の導通性確認）
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＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告

 ２００７年版「環境・社会活動報告書」を

２００７年９月に発行いたしました。

 創立１００周年を迎えた年の報告書とし

て、特集“ＣＳＲ活動のこれまでとこれか

ら”を企画し、東洋インキグループのＣＳＲ

活動に対する取り組みと溶剤循環型グラ

ビア印刷システム、クマザサ抽出物を利

用した健康補助食品などの新しい事業領

域を紹介することで、グループとしての今

後の方向性を示しました。

　また、課題の社会性報告については、

（１）ＣＳＲ活動について、“２００６年度活

動方針～実績～２００７年度の活動

方針”という形で示した。

（２）ＣＳＲ調達にかかわるアンケート調査

を実施した結果を紹介した。このよう

に一層の充実を図りました。

　ＮＰＯ法人「循環型社会研究会（代表山

口民雄氏）」には、継続して第三者意見を

お願いしましたが、今回は編集初期からご

意見を頂きそれを極力参考にしながら編

集を行いました。製造所・工場単位でも地

域や社員向けに環境・安全・防災などの理

解を深めていただく目的で、サイトレポー

トを発行しています。

　

　12月に開催された第９回「エコプロダ

クツ２００７」は、企業、NGO・NPO、行政・

自治体、大学・研究機関など６３０以上の

会社・団体が出展し、3日間の来場者が

１６万人を超える展示会となりました。

　東洋インキはこれまで、生活・文化に密

着した環境調和型製品を紹介してきまし

たが、今回は、「自然に還る素材」として生

分解性のプラスチック用着色材料「マス

ターバッチ」に的を絞り製品・パネル展示

を行いました。

　“作ってみよう！クリスマスオーナメン

ト”と題した参加型のイベントでは、来場

者自身が雪だるま、もみの木などの型に

生分解性樹脂カラーペレットを敷き詰め、

それを東洋インキの展示員が仕上げ、も

ち帰っていただくというものです。このイ

ベントで、多くの方々と交流を図ることが

できました。

　東洋インキ専門学校は、創立１００周年

を節目に、新たな１００年のスタートを切

る施策の一環として昨年度開校しました。

環境・安全については、東洋インキグルー

プの社員として知っておくべき基本的な

考え方・方針や基礎的な知識を中心にカリ

キュラムを作成しました。

　2007年度は、一歩進めて営業、技術、

生産系に分けたより詳細な教育プログラ

ムを設定しました。具体的には、安全輸出

管理、ＭＳＤＳとＧＨＳラベル、化学物質の

安全性評価手法、静電気の対策、などの

コースを設け進めています。

　東洋インキ・タイランド社（T.I.T）は東洋

インキコーティング・タイランド社（T.C.T）

と共同で、所属する現地工業団地との交

流を図りました。

（１）２００８年１月、行政担当者、近隣住民

代表者を招き、会社の環境保全につ

いての取り組みを説明しました。　

　　揮発性の有機溶剤を扱う生産工程

の密閉システムや集塵装置の設備

を見学後、環境管理について説明を

受けた参加者は、弊社の環境経営を

実践する姿勢に理解を深めていま

した。

（２）２００７年６月、近隣小学校児童生徒

による環境保全をテーマにした絵画

コンクールの支援企業となって、記

念品の贈呈に務めました。

　　作品は地球の温暖化、海洋汚染や森

林伐採などの環境問題を、子供の目

線でとらえており、優秀作品は公共

施設で掲示されました。

　東洋インキ・タイランド社、東洋インキ

コーティング・タイランド社は今後も小さ

な活動を誠実に積み重ねて社会から環境

経営の実践を認められ、発展していきた

いと考えています。

サイトレポート

社会・環境活動報告書

エコプロダクツ2007展示風景

タイの工業団地における環境交流

社会・環境活動報告書２００７、
サイトレポート

エコプロダクツ展

東洋インキ専門学校の
環境教育プログラム

タイの工業団地における
環境交流
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環境報告

エネルギー使用量の削減とCO2排出量の削減

環境負荷の低減
　東洋インキは、各種の化学製品を製造・販売する事業活動を通して、さまざまな環境側面に負荷を与えています。この
ため、係っている環境負荷をできる限り的確に把握し、低減していくことが経営上の重要課題の一つと考えています。
　東洋インキはこの考えに基づいて、事業活動における省エネルギー化の推進、廃棄物・環境汚染物質の削減、環境への影響が
懸念される化学物質の排出削減などさまざまな取り組みを行って、事業活動が最大限に環境と調和するように注力しています。

（二酸化炭素換算トン）

CO2排出量（本体） CO2排出量（海外関係会社）
CO2排出量（国内関係会社）

90 01 02 03 04 05 0706 （年度)90 01 02 03 04 05 0706 （年度)

エネルギー原単位（本体）

（ℓ/トン）

エネルギー使用量（本体）
エネルギー使用量（国内関係会社）

エネルギー使用量（海外関係会社）

CO2排出量の推移エネルギー使用量と原単位の推移

＜環境負荷の低減＞

（原油換算kℓ）

　2007年度の東洋インキ本体のエネル

ギー使用量は44,040kℓ（原油換算）、エ

ネルギー原単位は205ℓ/トンでした。

CO2（二酸化炭素）排出量は74,334トン

（二酸化炭素換算；t-CO2）でした。2006

年度と比べてエネルギー使用量は167kℓ

削減（同0.4%削減）し、エネルギー原単位

は4.7ℓ/トン削減（同2.2%削減）しまし

た。CO2（二酸化炭素）排出量は6,127ト

ン削減（前年度比9.3%削減）しました。

　東洋インキでは、燃料転換や省エネ設備

の導入、節電等の省エネルギー施策を推

進してきた結果、2007年度は省エネ効果

（エネルギー原単位、CO2排出量ともに削

減）を上げる結果になりました。

　長期構想ＳＣＣ２０１７（２００８年度～

２０１６年度）の内容に対応するため、エネル

ギー原単位の目標を策定しました。「東洋イ

ンキ本体の製造所・工場におけるエネル

ギー原単位を、2009年度を目標に1990

年度レベル以下まで削減する」という目標

の達成に向けた取り組みを行っています。

　国内の生産系関係会社における2007

年度のエネルギーの使用量は原油換算で

5,263kℓで、前年度より8kℓ（0.2％）減

少しました。また、海外の生産系関係会社

については26,941kℓで、前年度より

95kℓ（0.4％）増加しました。

　国内の生産系関係会社における2007

年度のCO2排出量は8,050トンで、前年

度より672トン（7.7％）減少しました。ま

た、海外の生産系関係会社については

47,561トンで、前年度より9,300トン

（16.4%）減少しました。
※海外の生産系関係会社は、2007年13社14事業所

　算定にあたっては、2007年度より次の

二点を過去にさかのぼって変更しました。

①CO2排出量表示をトン-Ｃ⇒トン-CO2

②エネルギー発熱量、CO2排出係数を年

度別換算係数に変更（従来は換算係数

一定）

川越製造所コージェネ導入事例
　川越製造所は埼玉県川越市にあり、従業

員数約700名、敷地面積約１４万㎡、塗料、

樹脂、粘接着剤、着色剤、塗加工材、加工顔

料などを生産しています。第一種エネル

ギー管理指定工場で、東洋インキとしては、

最も早く１９９７年２月に、｢ISO14001｣を

認証取得しています。

　川越地区全体で環境負荷低減を進めて

います。昨年４月、省エネ、ＣＯ2削減を目的

に東洋インキとしては、２例目の「ガスエン

ジン式コージェネレーションシステム」を導

入しました。

　排熱（蒸気、温水）を有効利用し、高効率発

電を行っています。１年間の実績を検証する

と、省エネ効果（エネルギー使用量削減）は

16.8％、ＣＯ2削減は4.2％でした。その他、

省エネ検討として、川越地区では、使用済み

溶剤を蒸留回収してボイラーの燃料として

再使用し、燃料重油の削減や生産系熱媒ボ

イラーの重油から都市ガスへの燃料転換を

進めています。さらに燃焼式排ガス処理設

備の蓄熱省エネ化を検討してきました。
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＜環境負荷の低減＞環 境 報 告

廃棄物最終処分量の削減

廃棄物発生量・最終処分量の実績

廃棄物の運搬による
環境負荷の削減

廃棄フレコンバッグの
再生パレットとしての活用

今後の課題と方針

再生パレット

廃棄フレコンバッグ

　廃棄物の不法投棄による環境汚染が、

毎年大きな問題となっています。東洋イ

ンキグループでは、廃棄物に関するコン

プライアンス監査を実施し、廃棄物の適

正処理を確認しています。

　また、廃棄物の最終処分量を削減し、環

境負荷低減を図っています。東洋インキグ

ループでは、「廃棄物発生量に対する最終

処分量（最終処分率）が1%以下」をゼロエ

ミッションと定義し、本体の製造所・工場お

よび国内の生産系関係会社でのゼロエ

ミッション達成を環境目的としています。

　2007年度の廃棄物発生量は、東洋イ

ンキ本体（4製造所・2工場）14,568ト

ン、国内関係会社（6社）4,197トン、海外

関係会社（13社14事業所）3,715トン

でした。国内および海外の関係会社では、

廃棄物の発生量は減少しましたが、本体

については2006年度より334トン増加

しました。本体の廃棄物発生量の増加は、

埼玉製造所でのオフセットインキの不動

在庫の廃棄処理や川越製造所での生産

量の増加に伴う廃溶剤の発生量の増加な

どによるものです。

　一方、最終処分量は、東洋インキ本体

で6トン（最終処分率0.04%）となり、

2006年度に引き続き、ゼロエミッション

を達成しています。国内の関係会社は

216トンで最終処分率は5.2%ですが、

2006年度に比べて808トン減少しまし

た。これは、日本ポリマー工業（株）におけ

る廃棄物処理業者の見直しなどにより、再

資源化が進んだことによるものです。本

体と国内関係会社を合わせた最終処分率

は1.2%となっています。

　36ページに記載の通り、2007年度の

東洋インキ本体の貨物輸送量は6,677

万トンキロで、特定荷主に該当していま

す。このうち、産業廃棄物の輸送量は

78.4万トンキロで、2006年度に比べて

10.8万トンキロ（12.1%）減少しまし

た。これは、各製造所・工場が廃棄物の一

次運搬先（中間処理業者）の集約を図り、

合わせて、近距離の業者への委託を進め

たことなどによるものです。

　近年、輸入原料の増加に伴い、使い捨て

のワンウェイ品のフレコンバッグの量が増

大し、各事業所にとってはフレコンバッグの

廃棄費用の増大が課題となっています。富

士製造所においても、輸入顔料などのフレ

コンバッグの量が月に3トンにも達し、廃棄

費用の削減とリサイクルの観点から、廃棄

フレコンバッグを業者に持ち込み、パレット

に成形後購入することを検討しました。

　2008年1月にその再生パレットを検

討した結果、場内の原料用パレットとして

使用可能であり、コストの面でも効果が

あることが分りました。富士製造所内での

運用を継続し、今後、他の事業所への展開

を図る予定です。

　なお、再生パレットには、「このパレット

は廃プラスチックをリサイクルしていま

す」と明記されています。

　東洋インキグループでは、本体の全製

造所・工場でゼロエミッションを達成して

いますが、国内の関係会社でゼロエミッ

ションを達成しているのは2社に過ぎませ

ん。今後は、国内の関係会社で廃棄物の処

理委託先の検討などを行い、再資源化を

進めてゼロエミッション達成を図ります。

　海外の関係会社については、廃棄物に

対する法制度が異なるため、国内と同様

な再資源化、最終処分の考え方を適用す

ることは難しい状況です。今後は、

ISO14001の認証を取得した事業所に

限らず、全生産拠点での廃棄物の発生量

の把握を行い、その適正処理と再資源化

を推進する予定です。

廃棄物の発生量および最終処分量

廃棄物発生量（本体） 廃棄物発生量（国内関係会社） 廃棄物発生量（海外関係会社）
最終処分量（本体） 最終処分量（国内関係会社）
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化学物質排出量の削減

　東洋インキは、化学物質排出把握管理

促進法（PRTR法）の制定以前より、化学

物質の数量管理に取り組み、使用してい

る調査対象化学物質について、年間使用

量、排出量、移動量などを（社）日本化学

工業協会（日化協）に報告しています。現

在の調査対象物質は、PRTR法第一種指

定化学物質354物質群と日化協指定の

284物質群で、重複している物質を除く

と合計で480物質群となっています。

　2007年度の東洋インキグループにお

ける化学物質の排出量は、本体117.0ト

ン、国内関係会社66.9トン、海外関係会

社101.2トンで、2006年度と比べると、

本体についてはほぼ横ばいですが、国内

関係会社は11.8トン減少し、海外関係会

社は9.2トン増加しました。

　東洋インキグループでは、製品の水性

化やVOC（揮発性有機化合物）の回収等

の方策により、化学物質排出量の削減に

努めていきます。

　なお、PRTR法に基づき、東洋インキ本

体の4製造所が行政に届け出た2007年

度の「第一種指定化学物質の名称並びに

排出量及び移動量」のデータは、44ペー

ジに記載しています。

　改正大気汚染防止法に基づくVOCの

排出規制が、2006年4月1日から開始さ

れています。東洋インキでは、化学製品の

製造の乾燥施設で規制対象となるものが

あるため、該当施設の届出を行うととも

に、定期的にVOC排出量の測定を実施し

ています。既存施設への排出基準の適用

は2010年度からですが、東洋インキで

は除去装置の設置等により、VOC排出量

の削減に取り組んでいます。

　一方、地方自治体では、大気汚染防止

法とは別に独自のVOC規制を行っている

ところがあります。例えば、埼玉県では

「生活環境保全条例」によって炭化水素類

等の製造設備、使用施設などが規制を受

けています。東洋インキグループでは、行

政への届出を確実に行うとともに、設備

の密閉化、除去装置の設置、原料受け入

れ時の貯蔵タンクへの蒸気返還など、適

切な対応を行っています。

　また、東洋インキでは、グラビアインキ

をお使いのお客様のVOC排出抑制の取

り組みを支援するため、解説パンフレット

の配布、排出抑制対策・装置の紹介などの

活動も行っています。

化学物質排出量の実績

VOC排出規制への取り組み

環境汚染物質排出量の削減
　東洋インキでは、窒素酸化物（ＮＯＸ）、硫

黄酸化物（ＳＯＸ）、ばいじん、化学的酸素要

求量（ＣＯＤ）といった環境汚染物質につい

て、その排出量を把握すると共に、排出量

削減に向けた努力を続けています。ＳＯＸ

などの大気汚染物質については、発生の原

因となる重油のＬＰＧへの切り替えなどで、

また、ＣＯＤなどの水質汚濁物質について

は廃水処理設備の追加設置や運用の改善

といった方策で、削減に取り組んでいます。

　2007年度の傾向を見ると、ＳＯＸ排出

量は、重油からＬＰＧ等への燃料転換がさ

らに進んだことが寄与し、前年度に比べ減

少しています。

　ＮＯＸについても、燃料転換による減少効

果が認められますが、コージェネレーション

システムで使用される燃料の比率、空気量

の見直し、燃焼温度の低下や低ＮＯＸタイプ

のボイラーへの切り替え等を検討してさら

なる削減に努めていきます。

化学物質排出量の推移 物質ごとの排出量の推移（東洋インキ本体）

東洋インキ本体 国内関係会社
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窒素酸化物（NOX） 硫黄酸化物（SOX）

ばいじん 化学的酸素要求量（COD）

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社
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資源の有効活用

　私たち東洋インキグループは、環境負

荷の少ないモノづくりを目指す努力を長

年にわたり積み重ねています。こうした限

りある資源を有効に活用する取り組みは、

共通のグループ環境・安全基本方針に基

づく活動として、日本国内だけでなく全世

界の生産拠点においても広く展開してい

ます。

　例えば、世界の生産拠点として重要な

位置づけにある広東省珠海市の製造拠点

では、省エネルギー、省材、生産効率の向

上、廃棄物の低減を骨組みとした“清潔生

産活動”を重要課題として改善に取り組ん

でいます。

　2007年の活動では、総経理をトップ

にした改善組織をつくり、46もの改善提

案をもとに活動を行いました。エネル

ギーや消耗品を原単位として管理してお

り、着実な改善効果を上げました。

　今後もこうした活動を地道に進め、地球

に優しいモノづくりを考えていきます。
清潔生産大会 清潔生産ポスター

啓発パネル

第三者意見を受けて



第
三
者
意
見

43

第三者意見

特定非営利活動法人　循環型社会研究会
山口民雄（代表）
田中宏二郎（副代表）
久米谷弘光（理事）

　第三者意見の執筆に先立って当研究会と

３回にわたる意見交換会を行い、そこでの

私たちの指摘に真摯に対応され、その結果

を本報告書に反映されたことを先ず高く評

価します。

　当研究会とは2006年版の第三者意見

の執筆以降、継続的に意見交換を行ってき

ましたが、アドバイスを積極的に取り入れ、

報告書の記載のみならず、諸活動の成果に

も結び付けていることも評価できます。

　本報告書は、創立100周年を経た今後の

挑戦として、事業活動とCSRを一体的に捉

えて今後のあり方を示そうとするグループ

の意欲が感じられます。グループの目指す

姿「SCC2017」では、そのファーストス

テップであるSCCⅠの3つの基本方針は分

かりやすい内容です。さらに売上高、営業利

益の目標だけでなく、3つの基本方針に沿っ

た指標を設定すると、従業員の動機づけや

ステークホルダーの理解も深まります。特

集の「東洋インキの製品と生活とのかかわ

り」では、「生活文化創造企業」としての製品

を広く示していますが、安全・安心、豊かなコ

ミュニケーションなどの今日的な重要な課

題とのかかわりについても言及するとさら

に訴求力が増します。

　報告書における経営トップの緒言は「コ

ミットメント」として重要です。社長の「ごあ

いさつ」には、時代を先取りしたモノづくり、

リスク対応力の強化、環境・安全への取り組

みなど新たな企業像に向けた力強い意志を

感じます。ただし、同時にソイシールの適正

表示問題や重大事故についても言及してい

ただきたかったと思います。再発防止のた

めにはトップ自らの強い決意の表明が不可

欠と考えるからです。

　本年度からCSR活動方針と実績の表に

自己評価欄をつけたことは、CSR活動につ

いてのPDCAサイクルをより意識したもの

として評価できます。CSR活動方針の中で

生物多様性を組み込んでいることもグルー

プとしての意欲が感じられます。生物多様

性については一般のメーカーでは報告書で

の記載も非常に限定的ですが、こうした状

況のなかで生物多様性保全の取り組みを

CSR活動方針に明記し、工場排水に対して

生物指標を用いた環境影響リスク評価を実

施したことは高く評価できます。

　ネガティブ情報は、その事実、原因、再発

防止策の記載が不可欠です。ソイシールの

基準の外れた派生品が存在したことによっ

て生じた不祥事に対しては、適正表示小委

員会が設けられ、その説明の中にこうした記

載項目にもふれ、また、ニュースリリースの

URLを記載しており、再発防止への強い決

意をうかがうことができます。

　地域社会への取り組みに関しては、CSR

活動の一つの柱であるSS（社会満足度）活

動の一環として位置付け、地域との共生を重

視していることが伝わってきます。また、地域

社会活動が経済的貢献を視野に入れて取り

組まれていることは高く評価されます。次回

以降、報告書における経済性報告の一つとし

て、具体的かつ定量的な報告を期待します。

　一方、職場環境に関してはこれまでの定

量的な記載に向けた努力は認められます

が、一層の充実を期待します。例えば、ワー

クライフバランスを実現するためには適切

な労働時間と各種制度が十分に活用できな

ければなりません。そのため、労働時間の実

態、適切な労働時間のための施策、各種制

度の取得率および取得率向上に向けた施策

などの記載は、現状を評価するために不可

欠な記載項目です。

　環境負荷の低減に関しては、重要項目に

ついての取組み状況が適切にまとめられ理

解しやすく説明されています。その中で、地

球温暖化対策に関しては国内のみならず海

外の生産系関係会社のCO2排出量も報告

されている点は高く評価できます。今後は

国内外の生産系関係会社全体での目標値

を設定することを期待します。さらに、昨今、

原単位での管理から総量での管理を追加し

ている企業も多数出てきていますので、ぜ

ひ原単位ではなく総量削減の目標を設定し

て取り組んでいただきたいと思います。

第三者意見を受けて第三者意見を受けて第三者意見を受けて

　本年も第三者意見の執筆を、循環型社会研究会にお願いしました。　
今年一年は前回頂いた意見を基に、ＣＳＲの諸活動の充実に心掛けました
ので、その取り組み評価には期待感もありました。
　今回は節目となる１０冊目で、事業活動を通じてお客様とのかかわりを
明らかにし、理解・満足度向上に繋げる取り組みや目標と実績の進捗管理
を意識する記述を心掛けました。
　その結果、ＰＤＣＡサイクルを意識したＣＳＲ活動を高く評価されたこ
と、一方で将来に向けた課題のご指摘も頂戴し、次回発行に向けた新たな
エネルギーが湧いてきました。
　とりわけ、ＳＣＣ－Ⅰの基本方針に沿った活動や、課題であった生物多様
性保全に対する具体的取り組みが先進的であると評価されたことは今後

の弾みとなります。ＣＯ２削減では、早い時期に総量削減を目標に設定する
必要があるとのご意見をいただきました。これを契機に省エネ等、環境面
の継続的改善に繋がる取り組みをさらに強化していきます。
　社会面では、マテリアリティに基づく記載はまだ十分とは考えていません
が、ステークホルダーからの要望を受け止めて、社会活動情報を充実させ
るとともに、企業活動の透明性と信頼性のさらなる向上に努めていきます。
　初めて第三者意見をいただいてから今回で三回目となりますが、少し
づつではありますが、当社のＣＳＲ活動は前進できたと考えております。今
後もこのようなご意見をいただきながら、自社課題の客観的評価とマテリ
アリティの明確化に繋げ、活動の一層の発展に努めます。

東洋インキグループＣＳＲ事務局
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　PRTR法に基づき、東洋インキ本体の製造所が行政に報告した、2007年度の「第一種指定化学物質の名称並びに排出量及び移動

量」のデータを掲載します。排出量、移動量の各欄に「0.0」と記載されているものは、対象物質の年間取扱量が届出の用件を満たして

いるにもかかわらず、算出の結果、これらの値が「ゼロ」になったことを示しています。

（単位：ｋｇ）

（単位：ｋｇ）

守山製造所

（単位：ｋｇ）富士製造所

（単位：ｋｇ）川越製造所

埼玉製造所
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100

0

2

41

700

26

760

16 

30

 

40 

43 

63 

100 

224 

227 

232 

254

 

307

 

311 

354 

2.3 

0.0
 

7.1 

1.8 

7.1 

0.0 

0.2 

1,519

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.9 

0.0 

0.0
 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

232

43

203

393

517

147

44

141,531

7

54

42

167

93

40 

43 

63 

89 

207 

227 

18,187

0.0

18,188

2,587

0.0

7,264

0.0

3

0.0

0.0

1,260

0.0

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2-アミノエタノール

4,4'-イソプロピリデンジフェノールと

1-クロロ-2,3-エポキシプロパンの
重縮合物（別名ビスフェノールＡ型

エポキシ樹脂）（液状のものに限る。）

エチルベンゼン

エチレングリコール

キシレン

コバルト及びその化合物

1,3,5-トリメチルベンゼン

トルエン

ニッケル化合物

ヒドロキノン

ポリ（オキシエチレン)=アルキルエーテル
（アルキル基の炭素数が12から15までの
もの及びその混合物に限る。）

マンガン及びその化合物

りん酸トリ-n-ブチル

エチルベンゼン

エチレングリコール

キシレン

o-クロロトルエン

銅水溶性塩（錯塩を除く。）

トルエン
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構成について

●お問い合わせ先

東洋インキ製造株式会社

広報室

〒104-8377

東京都中央区京橋二丁目3番13号

T E L

F A X

E-MAIL

03－3272－5720

03－3272－9788

master@toyoink.co.jp

：

：

：

用紙・インキについて

　この「社会・環境活動報告書」では、環

境負荷を抑えるため、FSC認証紙、そし

て水なし印刷、VOCを大幅に削減できる

大豆油インキを採用しました。使用した

紙、インキは次の通りです。

・用紙：ニューVマットFSC-MX

 （三菱製紙株式会社）

・インキ：アクワレスエコーFCNV100

 （東洋インキ製造株式会社製）

　インキのアクワレスエコーFCNV 

100は、原材料として揮発性有機化合

物（ V O C ）を 一 切 使 用 し な い

non-VOCタイプの環境対応型水なし

枚葉インキです。

　新規に採用した「樹脂」により、着肉

性、機上安定性、地汚れ耐性、ハンドリ

ング性など水なしインキに求められる

性能を大幅にアップさせ、水なし印刷

ならではの高生産性に加え、高品質な

印刷を実現できるインキです。

　この「社会・環境活動報告書（2008年

版）」は、東洋インキにとって10冊目の報

告書になります。構成としては、冒頭に東

洋インキグループの事業と理念、経営数

値を記載しました。

特集　事業活動を通じてのCSR

　東洋インキのCSRへの取り組みの基本

的考え方は「事業・製品・サービスを通じて

社会に貢献する企業」であり、事業活動、

製品開発を受信側の視点に立って報告書

を作成することを大切に考えています。

　その第一段階として、今年度は「東洋

インキグループ製品と生活とのかかわ

り」を明確にした記事を盛り込みました。

　また、「環境調和型製品の研究開発」に

ついて、2製品群を掲載しました。

コーポレートガバナンスとCSR推進体制

　本章では、その体制図とコーポレート

ガバナンス体制におけるCSR推進体制

の位置づけ、コーポレートガバナンスの

状況および実施状況を掲載しました。

　また、2005年4月に制定した「CSR

憲章・行動指針」を掲載しました。

社会性報告

　本章では、グループの2008年度

CSR活動方針と2007年度の活動状況

をコンプライアンス、リスクマネジメン

ト、社会貢献活動状況、ステークホルダー

（地域・社会、株主・投資家、社員など）との

コミュニケーションの実施状況などを記

載しました。

環境報告

　本章では、これまでと同様に「環境マ

ネジメントシステム」「環境負荷の低減」

に区分けし、記載しました。

　「環境マネジメントシステム」の項で

は、土壌・地下水汚染対策、物流における

環境負荷低減活動、安全・防災の活動な

どの継続的活動を記載しました。

　「環境負荷の低減」では、これまでと同

様にその低減活動を報告するとともに、

東洋インキの各製造所・工場のPRTR

データを掲載しました。

　今回の報告書では東洋インキとして

「循環型社会研究会（代表　山口民雄

氏）」にお願いし、第三者の意見をいただ

き掲載しましたが、本報告書の編集につ

いても循環型社会研究会のアドバイスを

多々いただき、できる限りそれを盛り込

み制作しました。

循環型社会研究会：

次世代に継承すべき自然生態系と調和した循

環型社会のあり方を地球的視点から考察し、地

域における市民、事業者、行政の循環型社会形

成に向けた取り組みの研究、支援、実践を行う

ことを目的とする市民団体。

URL:http://www.nord-ise.com/junkan/
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